
大津町 一般会計・特別会計補正予算の概要

平成２８年度



単位：千円

議案第２号　　平成２８年度大津町一般会計補正予算 （第9号）

議会事務局 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ 1
議会費 報酬
Ｐ３７～３８

3
議員期末手当

4
議員共済組合
負担金

8
報償費

9
旅費

11
需用費

13
委託料

19

２．６．１ 1
監査委員費 報酬
Ｐ５２

9
旅費

２．７．１ 1
報酬

Ｐ５２～５３ 9 委員研修会の熊本開催及び審査申出無による減額
旅費 ・費用弁償・・・△72千円

・特別旅費・・・△16千円

委員研修会の熊本開催及び審査申出無による減額
・固定資産評価審査委員会委員報酬

△ 2,269

△ 88

△ 67

△ 594

△ 745 議員１名減による減額

△ 1,230

△ 50

熊本地震により、行政調査等の研修を中止したことによ
る減額
・費用弁償・・・△1,953千円（行政調査委員分の減）
・特別旅費・・・△316千円（行政調査随行分の減）

執行見込みによる減額
・食糧費・・・△44
熊本地震により、議会だよりの発行回数が減ったことに
よる減額
・印刷製本費・・・△550

△ 352

熊本地震により、研修が中止及び会場変更になったこ
とによる減額
・行政バス運転業務委託・・・△52千円
執行見込みによる減額
・筆耕反訳料・・・△300千円

△ 58

補正予算の概要

負担金、補助
及び交付金

△ 262
熊本地震に伴う監査実施日数減による減額
・監査委員報酬

△ 116
熊本地震に伴う監査実施日数減による減額
・費用弁償

議員１名減による減額
・議員報酬（11ヶ月分）

議員１名減による減額

熊本地震により、研修会が開催できなかったことによる
減額
・議員研修講師謝礼

△ 2,739

熊本地震により、行政調査等の研修を中止したことによ
る減額
・研修負担金（委員行政調査）・・・△32千円
・研修負担金（事務局随行分）・・・△6千円
熊本地震により、支払いが不要となったことによる減額
・各種負担金・・・△20千円（あけぼの会年会費）

固定資産評価審
査委員会費
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単位：千円

会計課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１６．１．２ １
利子及び配当金 382
Ｐ２９

２０．２．１ １
町預金利子 預金利子 184
Ｐ３１

総務部　総合政策課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１４．２．１ ３
民生費国庫補助
P２１
１４．２．５ １
総務費国庫補助
P２２
１５．２．１ １
総務費県補助金
P２４
１５．３．１ ２
総務費委託金
P２８

２０．４．２ １
雑入 雑入
P３２

総務部　総合政策課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．１．６ １３
企画費 委託料
P４２

１９

２．１．７ １
電子計算費 報酬
P４２～４３

９
旅費

１１
需用費

１３
委託料

１４

１９

２．１．１２ １９
諸費
P４４

総務費補助金

総務費補助金

統計調査費委
託金

負担金、補助
及び交付金

使用料及び賃
借料

負担金、補助
及び交付金

5,740負担金、補助
及び交付金

△ 3,721

実績による減額（全国民間空港関係市町村協議会負担
金が震災のため免除）△30千円
実績による増額（生活路線維持費補助金）　5,770千円

実績等による減額

△ 389 印刷製本費の実績等による減額

△ 1,116
社会保障・税番号制度システム整備に関する実績等に
よる減額

電子計算機器借上料の実績等による減額

△ 20 各種負担金の実績等による減額

△ 4,000 事業に地方創生交付金がついたため全額不要

△ 21

123

経済センサス活動調査委託金等の交付額確定による
増額　148千円
工業統計調査委託金等の交付額確定による減額
                                                     　△25千円

△ 301 ホームページバナー広告料の額の確定等による減額

△ 600 実績による減額（震災復旧・復興計画委託料）

△ 509
社会保障・税番号制度システム整備費補助金（厚労省
関連）の額の確定等による減額

社会福祉費補
助金

△ 82 オペレーター・電算事務補助の出勤実績等による減額

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（総務省
関連）の額の確定等による減額

411 実績による増額（生活交通維持・活性化総合交付金）

歳計内預金の利子の確定に伴う増額

利子及び配当
金

財政調整基金ほか預金利子の確定に伴う増額

△ 1,926
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単位：千円

２．５．１ １１
統計調査総務費 需用費
P５１
２．５．２ １
各種統計調査費 報酬
P５１

７
賃金

１１
需用費

１２
役務費

３．３．２ １１
熊本地震関係費 需用費
P６４

１２
役務費

１３
委託料

１５
工事請負

１８
備品購入

総務部　総務課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１２．１．１ １
総務費負担金 総務費負担金 △ 199
Ｐ１６

１５．２．１ １ 消費者行政推進事業補助金　事業費確定のため
総務費県補助金 総務費 △ 197 　△25千円
Ｐ２４ 電源立地地域対策交付金　事業費確定のため

  △172千円
１６．１．１ １ 肥後大津駅南側交番土地貸付料　△93千円
財産貸付収入 土地建物貸付収入 △ 93
Ｐ２９
２０．４．２ １
雑入 雑入 △ 432
Ｐ３２～３３ ・非常勤職員等雇用保険戻入

　保険料率0.5％から0.4％への変更と任用実績による
補正　　△392千円

２１．１．３ １
消防債 消防債 2,700
P３５ 災害復旧事業債（消防施設災害復旧事業）　3,600千円

△ 7,000

△ 52 実績による減額（避難所洗濯機設置工事）

町からの派遣職員に係る派遣先（熊本県及び菊池広域
連合、菊池環境保全組合）からの人件費負担金の確定
見込による補正　　△199千円

・市町村振興協会等研修助成金
　研修受講実績による補正　△40千円

△ 1,126
実績による減額
消耗品費△326千円、修繕料△800千円

△ 1,749 実績による減額（避難所ごみ収集、し尿汲取り）

△ 35 実績による減額（避難所洗濯機、乾燥機用ラック）

△ 52 臨時職員の出勤実績等による減額

△ 60 消耗品費の執行見込み等による減額

△ 26 通信運搬費の実績等による減額

実績による減額（避難所管理委託、夜間警備委託）

1 消耗品費の執行見込み等による増額

△ 17 統計調査員報酬額の確定等による減額

県の建築工事が10月から始まったため、日割りにより
再計算

緊急防災・減災事業債（防災基盤整備事業）　事業費確
定のため　△900千円

施工方法の変更により増額　コンクリート製品からＦＲＰ
製品への変更。
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単位：千円

総務部　総務課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．１．１ １
一般管理費 報酬
Ｐ３８～４０ ３

職員手当等
４
共済費

雇用保険料率0.5％から0.4％への引き下げと非常勤職
員等の任用実績による減額

　・雇用保険料　　　　　　　　　　　　　　　　△1,046千円
非常勤職員等の任用実績による減額
　・共済負担金（社保事業主負担）　　　　△4,000千円
　・労災保険料　　　　　　　　　　　　　　　　 △190千円
公務災害補償基金負担金の負担金割合確定による
減額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△106千円

７
賃金
８
報償費
９
旅費
１１
需用費

１２
役務費
１３
委託料
１４
使用料及び
賃借料
１９ 県からの派遣職員の人件費確定による減額　　△302
負担金 多良木町からの復旧復興支援派遣職員の住宅借上げ

料及び時間外手当等　　700千円

２．１．２ ８
報償費

９
旅費

１１
需用費

１３
委託料 △ 2,291

１９
負担金 △ 424

２．１．６ ８ 広報モニター謝礼
企画費
P４１

報償費 広報モニター会議が熊本地震の影響により開催できな
かったことによる減額

１１ 印刷製本費
需用費 387 災害情報掲載等によるページ増に伴う補正

職員採用試験（単独分）委託費不用額の確定及び震災
による職員研修の中止に伴う研修委託費の減額

職員採用共同試験実績の確定及び震災による職員研
修の中止に伴う減額

△ 60

△ 259 例規集ソフト使用料の契約残を減額

398

△ 50 自治功労表彰等の実績による減額人事秘書費
Ｐ４０

△ 400
震災による派遣、自己申告研修等中止に伴う特別旅費
の減額

△ 18 印刷製本費不要額の減額

△ 824
消耗品費　△824千円
コピー代支出見込み減に伴う減額

△ 185 コミュニティ傷害保険契約残を減額

△ 155 文書配布委託契約残を減額

△ 5,342

△ 7,000 臨時職員の任用実績による減額

△ 100 行政協力員謝礼世帯数確定に伴う減額

△ 450 費用弁償　行政区嘱託員研修関係の欠席による減額

△ 350 行政区嘱託員報酬　確定による減額

△ 139
熊本地震による日直休止期間（33日）に伴う日直手当
の減額　　△139千円
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単位：千円

２．１．８ １ 交通指導員先進地研修費用
交通安全対策費 報酬 △ 153 熊本地震の影響により、事業を中止したため。
P４３

９ 交通指導員先進地研修費用
旅費 △ 153 熊本地震の影響により、事業を中止したため。

１３ 交通指導員先進地研修費用
委託料 △ 64 熊本地震の影響により、事業を中止したため。

２．１．９ １３ 消費生活相談業務委託
防犯対策費 委託料 △ 181 熊本地震の影響により、事業を一時停止したため。
Ｐ４３
２．１．１１ １９ １．地域づくり活動支援事業補助金　400千円
地域づくり推進費 負担金、補助 △ 4,100 行政区申請見込額4,400千円－当初予算額4,000千円
P４４ 及び交付金 ２．大津町夢実践支援事業補助金　△3,000千円

財源切り替えによる減額
３．大津まちおこし大学まちづくり学部活動支援事業補
助金　△1,500千円
熊本地震の影響による実績減に伴う補正

２．１．１５ １５ 防犯灯ＬＥＤ化工事　入札残　△776千円
社会資本整備
総合交付金事業

工事請負費
△ 6,210

防犯カメラ設置工事　熊本地震の影響により、事業を中
止したため。　　△2,000千円

P４６ 肥後大津駅南側交番外構工事　入札残　△3,434千円
２．１．１６ ８

報償費
１１

Ｐ４６ 需用費
２．１．１７ 8
国際交流事業費
Ｐ４６

報償費
△ 50

12
役務費

△ 5

２．１．１８ ３
熊本地震関係費 職員手当等 644
Ｐ４６

7
賃金 臨時非常勤職員の任用実績による減額

９．１．２ １ 団員報酬　△132千円
非常備消防費 報酬 消防団員調整のため。
P８７～８８ ８ 表彰記念品他　事業費確定のため。　△259千円

報償費 団員報償費　消防団員調整のため。　132千円
１１ 食糧費　△205千円
需用費 熊本地震の影響により、事業を中止したため。
１２ 手数料　△40千円
役務費 熊本地震の影響により、事業を中止したため。
１３ バス運転業務委託　△76千円
委託料 熊本地震の影響により、消防操法大会が中止となった

ため。
１４ ナイター使用料　△65千円
使用料及び賃
借料

熊本地震の影響により、消防操法大会が中止となった
ため。

△ 1,093

△ 336 表彰対象者確定に伴う減額

△ 114
印刷製本費　△114千円
式典次第、記念誌印刷額確定に伴う減額

多良木町からの復旧復興支援派遣職員（10/11～）に対
する災害派遣手当

通信運搬費
姉妹都市ヘイスティングス市訪問団の来町調整に係る
国際電話料金等不用額に伴う減額

△ 132

△ 127

△ 205

△ 40

△ 76

△ 65

合併６０周年記念
事業費

通訳謝礼他
姉妹都市ヘイスティングス市訪問団の来町時における
通訳謝礼およびホームステイ受入先への謝礼確定に伴
う減額
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単位：千円

１９ 負担金　消防学校入校負担金　△104千円
△ 2,054 熊本地震の影響により、事業を中止したため。

補助金　操法大会補助金　△1,950千円

熊本地震の影響により、消防操法大会が中止となった
ため。

９．１．３ １３ 防災行政無線等保守点検業務委託
消防施設費 委託料 △ 590 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入札残　△528千円
P８８～８９

１５ 内牧地区消防防災倉庫建築工事　入札残　△175千円
工事請負費 △ 531 防火水槽設置工事　入札残　△356千円

１８
備品購入費 △ 558 小型ポンプ２台　入札残　△558千円

９．１．４ １５
水防費 工事請負費 △ 16 森水防倉庫解体撤去工事　入札残　△16千円
Ｐ８９
９．１．５ １ 防災委員報酬２３人　△86千円
災害対策費 報酬 △ 86
Ｐ８９

９ 費用弁償　△50千円
旅費 △ 50

１８
備品購入費 △ 113 指定避難所用テレビ　入札残　△113千円

１９

９．１．８ １５ 消防防災施設災害復旧工事
工事請負費

△ 366
施工方法の変更により増額
　　　コンクリート製品からＦＲＰ製品へ　3,600千円

　　総務部　　財政課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

９．１．１
地方特例交付金
Ｐ１５
１０．１．１
地方交付税
Ｐ１６

１６．２．１ １ 実績による増額
不動産売払収入 2,272 ・法定外公共物売払収入　　　　　６件　2,151千円
Ｐ３０ ・普通財産売払収入　　　　　　　　１件　　121千円

　森字居島729番23　6.80㎡
１８．２．４
財政調整基金繰入金

Ｐ３１

450,464
特別交付税の交付決定に伴う増額
　（熊本地震関係経費による増）
交付税決定額550,464千円-当初予算100,000千円

土地建物売払
収入

１
財政調整基金
繰入金

△ 710,000
見込による減額
　1,500,000千円⇒790,000千円

負担金、補助
及び交付金

1,150
交付金の額の確定に伴う増額
　　　30,000千円⇒31,150千円

１
地方交付税

熊本地震の影響により防災会議が開催できなかったた
め。

熊本地震の影響により防災会議が開催できなかったた
め。

△ 17

内牧地区消防防災倉庫設計業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入札残　△62千円

防災行政無線システム等移設工事　入札残
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△3,966千円

熊本地震関係費
P８９

負担金、補助
及び交付金

負担金　県防災行政無線システム整備負担金事業費
確定のため　△17千円

１
地方特例交付
金
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単位：千円

２０．４．２ １ 実績による増減額

雑入 雑入 723 ・公有自動車共済金

Ｐ３２～３３ 　公用車破損等による共済金　　　　５件　575千円
・建物災害共済金
　公有建物破損等による共済金　０件　△200千円
・全国町村会綜合賠償補償保険金
　町村有物件瑕疵による保険金　　３件　168千円
・職員駐車場料金　　　　　　　　　　　　　△240千円
・庁舎電気基本料金免除返戻金　　　　　　79千円

・熊本県市町村振興協会交付金　　　341千円

総務部　財政課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．１．５ １ 執行見込みによる減額
財産管理費 報酬 　指定管理者選定委員会委員報酬
Ｐ４１ ９ 執行見込みによる減額

旅費 △ 18 　費用弁償　　　　　　　　　　　　　　　　　　△11千円
　特別旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△7千円

１１ 執行見込みによる減額
需用費 　食糧費
１８ 公用車購入入札残額を減額
備品購入費 　公用車２台購入費
１９ 熊本県電子入札共同システム負担金不足額

92 　負担金

２２ 公用車事故による賠償等不足額
300 　賠償金

２．１．１３ ２５ ・預金利子の確定見込に伴うもの

積立金 374 　　財政調整基金利子　　 　　251千円

　　公共施設整備基金利子　　33千円

P４５ 　　庁舎建設基金利子　　　　　90千円

２８ 見込による増額
繰出金 9 土地開発基金繰出金　　106千円→115千円

２．１．１４ １
報酬 △ 97

P４５ ３
職員手当等 △ 50 実績見込に伴うもの

９ 熊本地震の影響により開催見込がないことに伴うもの

旅費 △ 63 費用弁償　△58千円

特別旅費　△5千円

１１ 熊本地震の影響により開催見込がないことに伴うもの
需用費 △ 5 食料費　△5千円

１４
使用料及び △ 1 実績見込み伴うもの
賃借料

１２．１．１ ２３
元金 償還金、利子 1,453 償還元金の確定見込に伴うもの
Ｐ１１４ 及び割引料

△ 18

△ 22

△ 399

熊本地震の影響により委員会開催見込がないことに伴
うもの

財政調整等基金
費

行財政改革費

負担金、補助
及び交付金

補償、補填及
び賠償金
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単位：千円

１２．１．２ ２３
利子 償還金、利子 △ 13,268 貸付利子の確定見込に伴うもの
Ｐ１１４ 及び割引料
１３．１．１
予備費 11,920 補正に伴う財源を調整するもの
Ｐ１１４

総務部　税務課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．２ １
法人 現年課税分
Ｐ１５
１．２．１ ２
固定資産税 滞納繰越分
Ｐ１５
１３．２．１ １
総務手数料 総務手数料
Ｐ１９
２０．１．１ １
延滞金 延滞金
Ｐ３１

総務部　税務課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．２．１ ７
税務総務費 賃金
Ｐ４７
２．２．２ ９
賦課徴収費 旅費
Ｐ４７～４８

１２
役務費

１３ ・地籍データ異動修正業務委託　　△200千円
委託料 　執行残の減額

・地籍情報システム保守委託　　△52千円
　執行残の減額
・家屋評価システム保守委託　　△7千円
　執行残の減額
・申告支援システム改修委託　　△341千円
　熊本地震に伴う業務発注延期による減額
・住民税封入業務委託　　△30千円
　執行残の減額
・国土調査修正業務委託　　△5千円
　執行残の減額

１４ ・駐車場使用料他
使用料及び 　執行見込による減額　△10千円
賃借料 ・軽自動車検査情報システム使用料

　執行見込による増額　　22千円
１９ 負担金
負担金、補助 ５．各種負担金
及び交付金 　　執行見込による減額

△70
・手数料
　銀行手数料の執行見込による減額

△635

12

△42

1,700
・町税延滞金
　収納実績見込による増額

△28
・臨時職員賃金
　執行見込による減額

△81
・特別旅費
　執行残の減額

△19,772 熊本地震の影響に伴う法人の収益悪化等による減額

2,000 収納実績見込による増額

△260
・税督促手数料
　収納実績見込による減額
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単位：千円

２．２．３ ７ ・臨時職員賃金
熊本地震関係費 賃金 　執行残の減額
Ｐ４８ １１ ・印刷製本費

需用費 　執行残の減額
１２ ・通信運搬費
役務費 　執行残の減額
１３ ・災害減免関連システム改修委託
委託料 　執行見込による減額

歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１５．３．２
民生費委託金
P２８
２０．３．３

住宅新築資金等
貸付収入

P３２

歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．１．１０ １ 【報酬】
男女共同参画推進費 報酬 △ 134
Ｐ４３～４４

３ 【時間外勤務手当】
職員手当等 執行見込みによる減額
８ 【講師謝礼等】
報償費 執行見込みによる減額
９ 【費用弁償】△79千円
旅費 男女共同参画審議会委員、執行見込みによる減額

【特別旅費】△5千円
職員２人分、執行見込みによる減額

１３ 【行政バス運転業務委託】△6千円　　　　　　　　　　　　
委託料 実績による減額　

執行見込みによる減額
１９ 【県地域リーダー育成補助金】△5千円

△ 5 実績による減額

３．１．７ １
人権対策費 報酬 △ 15
Ｐ５６～５７

２
給料 △ 72

３
職員手当等 △ 24

４
共済費 △ 214

△ 52

△ 26

△ 84

△ 333
【女性の職業生活における活躍推進事業業務委託】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△327千円

負担金、補助
金及び交付金

【費用弁償】△72千円
　人権推進課職員2人分、執行見込による減額

【期末勤勉手当】△24千円
　人権推進課職員2人分、実績による減額

【職員共済組合負担金】△214千円
　人権推進課職員2人分、執行見込みによる減額

　男女共同参画審議会委員報酬、執行見込みによる減
額

1,300
家屋解体により、未納分を一括して返済されたことによ
る増1,300千円。

人権啓発活動
地方委託金

住宅新築資金
等貸付収入

総務部　人権推進課

【部落差別等撤廃・人権擁護審議会委員報酬】
　執行見込による減額

△199

△697

△648

総務部　人権推進課

△117 人権の花事業実績による減額117千円。

△21
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単位：千円

９
旅費 △ 50

１１
需用費 △ 111

１３
委託料 △ 35

１９
△ 445

３．１．８ １９
人権教育啓発費 △ 1,782
Ｐ５７～５８

３．１．９ １
報酬 △ 196

Ｐ５８～５９

３
職員手当等 △ 265

９
旅費 △ 428

１１
需用費 △ 61

　執行見込による減額

１２
役務費 △ 18

１３
委託料 △ 245

１８
備品購入費
１９

△ 9 【各種負担金】△９千円
　実績による減額

負担金、補助
金及び交付金

△ 18 入札残による減額　△１８千円

人権啓発福祉セ
ンター運営費

【時間外勤務手当て】△265千円
　執行見込による減額

【費用弁償】△３３３千円
　会議及び研修執行見込による減額
【特別旅費】△95千円
　実績による減額

【消耗品費】△60千円
　執行見込による減額
【食料費】△１千円

【保険料】△１４千円
　実績による減額
【児童館安全保険料】△４千円
　実績による減額

各種委託の実績及び執行見込による減額
【清掃委託】△５６千円
【行政バス運転業務委託】△11２千円
【消防設備等点検委託】△２４千円
【自動ドア保守点検委託】△１０千円
【警備委託】△４３千円

【行政バス運転業務委託】
　実績による減額

【負担金】
　３．各種負担金△5千円　実績による減額
　１．団体活動助成金△440千円　活動実績及び見込み
による減額

負担金、補助
及び交付金

【負担金】△2千円
　１．県市町村人権同和教育連絡協議会負担金　実績
による減額。
【補助金】△1,780千円
　１．町人権・同和教育推進協議会補助金
　震災による各種大会中止などによる町人同推協の実
績見込みによる減額。

負担金、補助
及び交付金

【大津町人権啓発推進委員報酬】△137千円
　執行見込みによる減額
【人権啓発福祉センター運営審議会委員報酬】△59千円
　執行見込みによる減額

【費用弁償】△9千円
　人権擁護審議会委員会議、執行見込による減額
【特別旅費】△41千円
　出張実績による減額

【消耗品費】△107千円
　人権の花事業実績による減額
【食糧費】△4千円
　実績による減額
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単位：千円

住民福祉部　住民課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１３．１．４
土木使用料
Ｐ１８

４
町営住宅内 △150 歳入見込による減額
駐車場使用料

１３．２．１ １ 住民手数料
総務手数料 総務手数料 1,000 　歳入見込みによる増額　300千円
Ｐ１９ 印鑑手数料

　歳入見込みによる増額　400千円
戸籍手数料
　歳入見込みによる増額　300千円

１３．２．５ １
土木手数料 土木手数料 △20 住宅督促手数料　歳入見込による減額
Ｐ１９
１４．２．５ １

総務費補助金 △2,724 個人番号カード交付事業等補助金
（事業費分）交付見込額　8,285千円-予算11,009千円

Ｐ２２
１４．３．１ １

総務費委託金 総務費委託金 △101
Ｐ２３
１５．３．１ ３

総務費委託金 総務費委託金 1
Ｐ２８
２０．１．１ １

延滞金 延滞金 16 住宅使用料延滞金　歳入見込による増額
Ｐ３１
２０．４．２ １
雑入 雑入 1,700
Ｐ３２

住民福祉部住民課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．３．１ １ 非常勤職員報酬
報酬 △ 191 　　実績による減額　　　　　　　　　　　△191千円　　　
７ 臨時職員賃金

Ｐ４９～５０ 賃金 △ 421 　　実績による減額　　　　　　　　　　　△421千円　　　
１１ 食料費
需用費 △ 10 　　実績による減額　　　　　　　　  　　　△10千円
１３ 住民基本台帳ネットワークシステム機器保守委託
委託料 △ 107 　　実績による減額　　　　　　　　　　　　△61千円

住民基本台帳ネットワークシステム保守委託
　　実績による減額　　　　　　　　　　　　△27千円
住民基本台帳ネットワークシステム修正委託
　　実績による減額　　　　　　　　　　　　△19千円

１８ 旅券交付端末機
備品購入費 △ 36 　　実績による減額　　　　　　　　　　　　△36千円

中長期在留者住居地届出等事務委託費　（実績による
減額）

電子署名認証業務事務委託金　（交付金決定による増
額）

戸籍住民基本台
帳費

３
住宅使用料
過年分

△150 歳入見込による減額

総務費国庫補助
金

住宅災害見舞金（熊本地震）　　　　　　1,700千円
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単位：千円

１９ 交付金
負担金、補助 △ 2,724 　１．通知カード・個人番号カード関連事務交付金
及び交付金 　（交付見込額）　8,285千円-（予算）11,009千円
１２
役務費 △ 130

８．４．２ １１
住宅維持費 需用費 △ 350 光熱水費　執行見込による減額　　　　　　△350千円
Ｐ８７

住民福祉部　福祉課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１２．１．２ ３
民生費負担金
Ｐ１６
１４．１．１ ２
民生費国庫負担金 △ 10,022
Ｐ２０

３
△ 138

１４．２．１ ２
民生費国庫補助金 △ 3,547
Ｐ２１

３
△ 6,662

１５．１．２ １
民生費県負担金 △ 69
Ｐ２３～２４

３
△ 1,234

６

災害救助費負
担金

介護保険低所得者保険料軽減負担金（実績による減
額）

社会福祉費負
担金

児童手当県負担金（実績見込みによる減額）児童措置費負
担金

△ 97,705
・災害弔慰金等負担金（実績見込みによる減額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △ 2,813千円
・災害救助費繰替支弁費交付金　　　△94,892千円

・地域生活支援事業補助金（実績による減額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△3,659千円
・障害者福祉サービス等災害臨時特例補助金
　（特例補助制度による追加）　　　　　　　　112千円

障害者福祉費
補助金

・臨時福祉給付事業補助金（実績見込による減額）
　△3,553千円

社会福祉費補
助金

・地域における生活困窮者支援等の為の共助の基盤づ
くり事業補助金（補助基準額変更（2,000千円→5,000千
円）による増額）　　　　3,000千円

・臨時福祉給付事業補助金（低所得の障害・遺族基礎
年金受給者）（実績見込みによる減額）
　△6,109千円

△ 2,402
養護老人ホームに入所されている方の負担金見込みに
よる減額

老人福祉費負
担金

児童手当国庫負担金（収入見込による減額）児童措置費負
担金

介護保険低所得者保険料軽減負担金（実績による減
額）

社会福祉費負
担金

１３
委託料 △ 2,600

住宅維持管理他業務委託　　入札残による減額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△2,600千円

８．４．１
住宅総務費
Ｐ８６ ～８７

清掃手数料　執行見込による減額　　　　　　△80千円
印紙手数料　執行見込による減額　　　 　　 △50千円
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単位：千円

１５．２．２ １
民生費県補助金
Ｐ２４～２５

２

・重度心身障害者医療費補助金（実績による減額）
　△1,356千円

・地域生活支援事業補助金（実績による減額）
　△1,829千円

１５．２．８ ３

Ｐ２７
１

過年度収入

P３４

２１．１．１３
民生債
Ｐ３６

３
災害援護資金
貸付事業債

△ 57,900 ・災害援護資金貸付の確定による減額

住民福祉部　福祉課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

３．１．１ ９
社会福祉総務費 旅費
Ｐ５３～５４ １３

委託料 △ 1,387

１９
負担金、補助
及び交付金
２０ ひとり親家庭等医療費助成（実績見込みによる減額）
扶助費 　△302千円

２８
繰出金

災害復旧費県補
助金

△ 1

△ 302

△ 1,101
介護給付と地域支援事業に対する負担金及び事務費
等に対する繰出金（実績見込みによる減額）

△ 28 特別旅費（実績による減額）

・行政バス運転業務委託
（民児協の視察研修中止による減額）　　　　　△14千円

・生活困窮者自立支援事業委託　　　　　　　△434千円
（委託料確定による減額）
　　4月～9月・・・生活困窮者自立支援事業
             　　　　実績額　　2,106千円
　10月～3月・・・支え合い生活自立相談支援事業
　　　　　　　　　　 実績額  　4,482千円
補正額：　6,588千円（確定額）－7,022千円（予算額）

・地域支え合いセンター事業委託　　　　　　△939千円
（委託料確定による減額）
　・支え合いセンター（社協委託）　実績額　21,110千円
　・健康づくり事業（NPO委託）　 　実績額　  3,662千円
補正額：　24,772千円（確定額）－25,711千円（予算額）

１．英霊追悼顕彰会負担金（実績確定による減額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△1千円

６
障害者福祉費
補助金 △ 3,185

△ 275 老人福祉センター災害復旧費補助金（実績による減額）
民生費災害復
旧費補助金

２０．４．３
過年度収入

3,156

・平成２７年度意思疎通支援事業負担金過年度分（負
担金確定による精算金）　216千円

・平成２７年度障害児通所（入所）給付費過年度分（給
付費確定による精算金）　2,940千円

△ 2,403

・ひとり親家庭等医療費補助金（実績による減額）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△ 313千円社会福祉費補

助金 ・地域支え合いセンター事業費補助金
（実績見込みによる減額）　　　　　　　△2,099千円

・戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給事務交付
金(実績による増額）　　                           9千円

△ 401
・老人クラブ補助金（実績による減額）　△51千円
・高齢者住宅改造助成事業補助金（実績見込による減
額）△350千円

老人福祉費補
助金
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単位：千円

３．１．２ １１

障害者福祉費 需用費

Ｐ５４～５５ １２
役務費
１９
負担金、補助 12
及び交付金
２０ 執行見込みによる増額
扶助費 △ 2,430 ・自立支援医療（育成医療）給付事業　680千円

執行見込みによる減額
・訪問入浴サービス事業　△1,700千円
・日中一時支援事業　△1,200千円
・移動支援事業　△210千円

２３ 平成２７年度実績に基づく補助金の超過交付分の返還
49,560 ・障害者自立支援（更正医療）負担金等返還金　4,083千円

（国庫）2,733千円＋（県費）1,366千円－（療養介護費）15千円＝4,084千円

・障害者自立支援給付費等負担金返還金　44,742千円
（国庫）29,833千円＋（県費）14,909千円＝44,742千円

・障害児通所（入所）給付費返還金　119千円
（国庫）119千円

・障害者自立支援医療（育成医療）負担金等返還金　616千円

（国庫）411千円＋（県費）206千円＝617千円

３．１．４ ８
老人福祉費 報償費
Ｐ５５～P５６ １１

需用費
１３
委託料
１９

２０

・高齢者外出支援事業（実績見込みによる減額）　△788千円

３．１．１０ １１ 執行見込による減額

臨時福祉給付金費 需用費 　　臨時福祉給付金　　 　　　消耗品費　　　　△60千円
Ｐ５９～６０ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  印刷製本費　 △176千円

△ 564 　　低所得障害・遺族基礎年金受給者向け

　　　　　　　　　　　　       　　消耗品費　      △66千円

                                    印刷製本費     △262千円
１２ 執行見込による減額
役務費 　  臨時福祉給付金           通信運搬費 　△584千円

△ 1,235 　　　　　　　　　　　　　　　　　　手数料　 　　　△270千円

    低所得障害・遺族基礎年金受給者向け

                       　　　       通信運搬費 　△327千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　手数料　 　　　△　54千円
１３ 事業費確定による減額
委託料 　 臨時福祉給付金システム導入等委託　　△39千円

執行見込による減額

1.臨時福祉給付金　　　　　　　　　　　　　　△2,424千円

2..臨時特例給付金（低所得の障害・遺族基礎年金

受給者向け）　　　　　　　　　　　　　　　　　 △5,400千円

△ 45

△ 85

１９
負担金、補助
及び交付金 △ 7,824

負担金、補助
及び交付金

△ 1,488
・高齢者住宅改造助成事業（実績見込みによる減額）
　△700千円

扶助費

△ 39

△ 36
金婚表彰事業（実績による減額）
・消耗品費　△10千円　・印刷製本費　△26千円

△ 6,123
養護老人ホームに対する老人保護措置委託（実績見込
みによる減額）

△ 370 老人クラブ補助金（実績による減額）

・地域療育推進事業負担金（利用割合確定による増
額））　12千円

償還金、利子
及び割引料

△ 355
・敬老事業（実績による減額）　△250千円
・金婚表彰事業（実績による減額）　△105千円

・印刷製本費（支出見込による減額）　△45千円

・医師意見書作成手数料（支出見込による減額）　△85千円
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単位：千円

２３

償還金、利子 3,510 Ｈ２７年度臨時福祉給付金返還金
及び割引料

３．２．２ ２０

児童措置費
Ｐ６２
３．３．１ ７ 臨時職員賃金
災害救助費 賃金 　予算振替による執行残　　　△977千円
Ｐ６３ ２１ 災害援護資金貸付金（実績確定による減額）

貸付金 　貸付実績：7件　　貸付実績総額：10,200千円

３．３．２

１０ 一部損壊世帯住宅補修見舞金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（執行見込みによる増額）

熊本地震関係費 交際費 　1/16～1/23　申請額　　　3,770千円（平均＠53,000
Ｐ６４ 　1/24～3/31　申請額見込　　26,929千円

　補正額：　30,000千円（見込額）－7,400千円（予算額）

１１．４．１ １１ 事業費確定による減額
需用費 　老人福祉センター修繕料　　△21千円

（エアコン・照明脱落復旧調整・トイレ設備・建具・
Ｐ１１３ 屋根工事・換気扇等）

１５ 事業費確定による減額
工事請負費 　老人福祉センター災害復旧工事　　△369千円

（デイサービス事業部分の内外装復旧工事）

住民福祉部　健康保険課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１４．１．１ ３
民生費国庫負担金

Ｐ２０
１４．１．２ １
衛生費国庫負担金 △ 1,341
Ｐ ２０
１４．２．２ ２
衛生費国庫補助金 衛生補助金 42
Ｐ２１
１５．１．２ １
民生費県負担金
P２３

１５．1．３ １
衛生費県負担金 保健衛生費負担金 △968
Ｐ２４

社会福祉費負
担金

社会福祉費負
担金

保健衛生費負
担金

・養育医療費国庫負担金（実績見込みに伴う減額）
（交付予定）3,130千円－（予算）4,471千円＝1,341千円

・がん検診推進事業他補助金
（交付決定）110千円－（予算）68千円＝42千円

△ 2,260

国民健康保険保険基盤安定負担金の県負担分の交付
額の確定による補正
△1,582千円
後期高齢者医療保険基盤安定負担金の県負担分の交
付額の確定による補正
△678千円

・予防接種事故対策事業費負担金（交付見込に伴う減
額）
（交付見込）5,584,285円×3/4－
　　　　　　　　　　（予算）5,980,960円×3/4＝△298千円
・養育医療県負担金（実績見込みに伴う減額）
（交付予定）1,565,025円－（予算）2,235,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝△670千円

１２．１．３
衛生費負担金
Ｐ１６

１
保健衛生費負
担金

△100 ・養育医療費保護者負担金（実績見込減に伴う減額）

124
国民健康保険保険基盤安定負担金の国負担分の交付
額の確定による補正

△ 21

△ 369

民生施設災害復
旧費

△ 10,985 児童手当（執行見込による減額）扶助費

△ 977

△ 57,900

22,600
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単位：千円

１５．２．３ １
衛生費県補助金 保健衛生費総務費

Ｐ２５ 補助金
・健康増進事業補助金(対象受診者減等に伴う減額）

△965
（交付申請額）505千円－
　　　　　　　　　（補助基本額）760千円＝△255千円

・むし歯予防対策事業費補助金（実績見込に伴う減額）
（交付予定）62千円－（予算）772千円＝△710千円

住民福祉部　健康保険課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

３．１．１ ２８
社会福祉総務費 繰出金
P５４

３．１．３ ２８
後期高齢者医療費 繰出金
P５５

３．２．６ １１ ・光熱水費（支出見込に伴う減額）
子育て・健診セン
ター

需用費 △132 （支出見込）1,343千円－（予算）1,475千円＝△132千円

Ｐ６３ １３
委託料 △106

４．１．１ ７ ・臨時職員賃金（実績に伴う減額）
保健衛生総務費 賃金 △476 （執行済額）487千円－（予算）539千円＝　　△52千円
P６５、６６ ･母子保健事業賃金（見込額に伴う減額）

（見込額）3,829千円－（予算）4,253千円＝　△424千円

８ ・母子保健事業謝礼（震災による健診中止に伴う減額）

報償費 △36 医師（執行見込）330千円－（予算）360千円＝△30千円
介助（執行見込）73千円－（予算）79千円＝　 △6千円

９ ・費用弁償（震災による健診中止に伴う減額）

旅費 △30 （執行見込）690千円－（予算）720千円＝ △30千円

１２ ・通信運搬費（支出見込に伴う減額）

役務費 △143 （支出見込）205千円－（予算）348千円＝ △143千円

１３ ・妊婦健診及び乳児精密検査委託

委託料 （妊婦健診受診実績件数に伴う減額）　　 △5,009千円
（実績見込）35,439千円-（予算額）40,448千円
・新生児訪問指導委託
（支出見込）930千円－（予算）1,050千円＝ △120千円

△ 5,194 ・母子保健推進員活動事業委託
（支出見込）80千円－（予算）100千円＝     △20千円
・3歳児眼科健診委託（実績受診人数に伴う減額）
（実績見込）360千円-（予算額）405千円=　 △45千円

△ 8,180

国民健康保険特別会計繰出金の額の確定に伴う補正
・保険基盤安定繰出金　　△1,945千円
・職員給与費等繰入金（熊本地震関係）　1,081千円
・財政安定化支援事業繰出金　　△7,316千円

△ 445

後期高齢者医療特別会計繰出金の額の確定に伴う補
正
・事務費等繰出金（熊本地震関係）　　497千円
・保険基盤安定繰出金　　△902千円
・人間ドック補助繰出金　 △40千円

・各種委託入札残に伴う減額　　　　　　　　 　△106千円

１５．２．３
衛生費補助金
Ｐ２５

３
衛生費補助金

２０．４．２
諸収入
Ｐ３４

1
雑入 　　△34 ・地震による使用できなかった期間の減額　△34千円

△841 乳幼児医療費補助金の額の変更に伴う補正

３．３．２
熊本地震関係費
Ｐ６４

１１
需用費 △185

消耗品費
実績による減額
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単位：千円

△4 ・駐車場使用料（実績に伴う減額）　　　　　　△4千円

１８ 購入済みによる残額

備品購入費 △2 （確定額）46千円－（予算）48千円＝　　　　　△2千円
・負担金（負担額見込による減額）

△4
病院郡輪番制病院運営事業負担金　　　　　△4千円

２０ ・養育医療給付費（見込額に伴う減額）

扶助費 （支出見込）7,530千円－（当初予算）9,543千円
４．１．２ ９ △29 ・予防接種事故健康被害状況確認（実施無の減額）
予防費 旅費
Ｐ６６、６７ １３ △22,235

委託料
　＝△22,235千円

１９ △ 376 ・予防接種事故救済措置事業負担金
障害年金額改定等に伴う減額　　　　　　　△376千円

２３ 84 ・予防接種健康被害救済給付金返還金
償還金、利子
及び割引料

（平成26年度申請確定に伴う返還金）

４．１．４ ７ △57 ・臨時職員賃金（実績に伴う減額）　　　　　　△57千円

健康増進費 賃金
P６８、６９ ８ ・健康づくり事業謝礼（事業実績に伴う減額）

報償費 △230 健康推進大会時講師謝礼　　　　 　　　　　 △110千円
フッ化物洗口説明（歯科医師）　　　　　　　 △120千円

１１ （消耗品）
需用費 ・健康づくり関連事業実績に伴う減額　　　　　△88千円

・フッ化物洗口事業実績に伴う減額　　　　　　△539千円
（燃料費）
・健康推進大会時燃料費（実績に伴う減額）　△10千円
（医薬材料費）
フッ化物洗口医薬材料（実績見込に伴う減額）
(執行見込）115千円－（予算）1,683千円＝△1,568千円

・検診通知封入委託（実績済による減額）　△124千円
２３

19

住民福祉部　環境保全課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１３．２．３ 畜犬登録等手数料　△45千円
衛生手数料 ・実績見込による減額
Ｐ１９ 畜犬注射済票交付等手数料　△135千円

・実績見込による減額
１３．３．１ ごみ収集運搬手数料　5,600千円
証紙収入 ・実績見込による増額
Ｐ１９
１４．２．６ 災害廃棄物処理事業費見込減額　１,066,506*1/2
災害復旧費国庫補助金 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　533,253千円
Ｐ２２

１
証紙収入 5,600

１
衛生費災害復
旧費補助金

△ 533,253

償還金、利子
及び割引料

２
保健衛生手数
料 △ 180

１９，負担金、
補助金及び交
付金

△2,013

・実績見込みによる減額
（見込）128,291千円-（予算）150,526千円
＝1,792千円

負担金、補助
金及び交付金

△ 2,205

１３
委託料 △ 6,560

・健診委託料（実績見込に伴う減額）　　△6,436千円
（支出見込）35,552千円－（予算）41,988千円

１４．使用料及
び賃借料

・がん検診推進事業実績確定に伴う返還金

17



単位：千円

２０．４．２ くまもと地下水財団助成金　△534千円
農林水産業費県補助金 雨水貯留タンク等補助実績減にともなう減額
Ｐ３３
２１．１．６ 災害廃棄物処理事業費見込減額　１,066,506*1/2
歳入欠かん債 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　533,200千円
Ｐ３６ 10万円未満切捨て

住民福祉部  環境保全課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

４．１．３ 環境審議会委員報酬　△63千円
環境衛生費 ・実績による減額
Ｐ６７～Ｐ６８　　  放置自動車廃物判定委員報酬　△15千円

・実績による減額

補助金
１．雨水貯留タンク設置補助金　△534千円
・実績見込みによる減額

４．１．５
狂犬病予防費 △ 32
Ｐ６９
４．１．９ 農山漁村活性化基本計画作成等協議会委員
新エネルギー等 △ 52 報酬　△52千円
推進費 ・実績見込みによる減額
Ｐ６９ 農山漁村活性化基本計画作成等協議会委員

費用弁償　△31千円
普通旅費　△224千円
・実績見込みによる減額

４．２．１
清掃総務費
Ｐ７０ 証紙売捌手数料等

・ごみ袋売捌実績見込増による
ごみ収集運搬業務委託　△1,255千円
・入札残の減額

１９
負担金補助
及び交付金

４．２．２ １３ 災害廃棄物処理等業務委託　△914,856千円
熊本地震関係費 委託料 △ 976,236 家屋等解体等業務委託　　△65,330千円
Ｐ７０～７１ 仮置場警備業務委託　　　　　　1,726千円

仮置場人材派遣業務委託　　　2,224千円
１４

負担金
損壊家屋等撤去費用負担金　　△100,000千円
・実績見込みによる残額

108

９
旅費

△ 255

１
報酬

１２
役務費

１３
委託料

△ 1,255

１９
負担金、補助
及び交付金

重機等借上料
仮置場新設に係る増額

△ 100,000

１３
委託料

１９
負担金、補助
及び交付金

△ 534

１９
負担金、補助
及び交付金

１
報酬

△ 470

使用料及び賃
借料

11,360

１
災害対策債

１
報酬

△ 78

△ 533,200

△ 219
１２
役務費

１
雑入 △ 534

特定悪臭物質濃度測定業務委託　△300千円
水質等分析調査業務委託　△170千円

１．畜犬避妊等補助金　△32千円
・実績見込みによる減額

スズメバチ駆除手数料

裁判終結にかかる弁護士報酬

ごみ一時保管所整備費補助金　△300千円△ 300

2,903
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単位：千円

農業委員会 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

農業委員会 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

経済部　　農政課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１２．１．４ １
農林水産業費負担金 林業費負担金 2,851
Ｐ１６

１２．１．６ １
災害復旧費負担金 2,442 農地復旧に係る農家負担金
Ｐ１７

２

39 県営災害復旧事業に係るおおきく土地改良区負担金

１３．１．２ ２ 【市民農園使用料】
農林水産使用料 △ 47 　収入見込による減額
Ｐ１７

【瀬田裏林道市町村負担金】
　林道災害復旧測量設計費
　合志市（5.3%）271,300円、菊陽町（38.0%）1,945,300円
　南阿蘇村（12.4%）634,800円
【参考　大津町（44.3%）2,267,800円】

市民農園使用
料

農地災害復旧
費負担金

農業用施設災
害負担金

【委託料】
　・農地地図ﾃﾞｰﾀ更新作業委託　 △230千円
　　　 対象地図データの未作成による減額

【農業者年金業務委託金】　131千円
　委託金の確定による増額

６．１．１
農業委員会費
Ｐ７１

９
旅費 △ 105

【特別旅費】
　・事業実績見込みによる減額　△105千円

１２
役務費 △ 108

【手数料】
　・農地地図ﾃﾞｰﾀ変換作業手数料　△108千円
　　　 対象地図データの未作成による減額

１３
委託料 △ 230

１３．２．４
農林水産業手数
料
Ｐ１９

１
農業手数料

17

２０．４．２
雑入
Ｐ３２

【耕作証明手数料】　13千円
　申請見込額による増額
【農地法許可書交付証明手数料】　4千円
　申請見込額による増額

１５．２．４
農林水産業費
県補助金
Ｐ２６

１
農業委員会費
補助金

△ 165

【農業委員会交付金】　241千円
　交付金額の確定による増額
【機構集積支援事業費補助金】　△423千円
　補助金の確定による減額
　（内訳）
　・農地地図ﾃﾞｰﾀ交換作業分　 △108千円
　　　対象地図データの未作成による減額
　・農地地図ﾃﾞｰﾀ更新作業分　 △230千円
　　　対象地図データの未作成による減額
　・利用意向調査実施分　他　　　△85千円
　　　事業実績による減額
【国有農地等管理処分事業事務取扱交付金】　17千円
　都道府県が国有農地の管理及び処分を行うために必要な
経費を交付金として市町村へ交付するもの。大津町は３筆該
当。
　（基本額）11,000円
　（数量割）2,000円×3件＝6,000円　計17,000円

１
雑入 131
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単位：千円

３ 【農畜産物処理加工施設使用料】
△ 61 　収入見込による減額

【経営所得安定対策推進事業補助金】
32,433 　歳入見込みによる減額　 　　   △17千円

【青年就農給付金】
　歳入見込みによる減額　  　△7,875千円
【人・農地問題解決加速化支援事業補助金】
　補助未採択による減額　 　　  △167千円
【担い手育成緊急支援事業補助金】
　歳入見込みによる減額　 　　  　 △3千円
【農業制度資金利子補給費補助金】
　歳入見込みによる減額　 　　   △65千円
【地域営農組織法人化推進事業補助金】
　歳入見込みによる減額　 　　   △52千円
【土地利用型構造改革推進事業補助金】
　歳入見込みによる減額　 　　 △130千円
【産地パワーアップ事業補助金】
　歳入見込みによる減額　 　 △1,599千円
【被災農業者向け経営体育成支援事業補助金】
　補助率：国1/2、県2/10      42,341千円

　補助対象：熊本地震により被災した農業用施設等の
修繕・再建

３
農地費補助金 △ 1,835

４
林業費補助金 1,505

１５．２．８ １

75,461

２

14,400

△ 3

１６．１．１ １
財産貸付収入 6
P２９

１５．３．４
農林水産業費委
託金
Ｐ２８

１
林業費委託金 【鳥獣捕獲許可事務委託金】

　事業費確定による減額

【森林公園土地貸付料】
　森林公園土地貸付　9,072円×8ヶ月/12ヶ月

土地建物貸付
収入

【多面的機能支払交付金事業補助金】
　事業費の確定による減額　　　△13千円
【多面的機能支払交付金】
　事業費の確定による減額　　　△22千円
【農業農村整備事業推進交付金】
　今年度実施しなかったことによる減額　△1,800千円

【森林環境保全整備事業補助金】
　事業費確定に伴う増額　　　469千円
【間伐材供給安定化緊急対策事業補助金】
　事業費の確定による減額　　　△506千円
【民有林主伐・植栽一貫作業システム推進事業補助金】
　事業費の確定に伴う増額　　　1,542千円

　補助率確定による増額農業用施設災
害復旧費補助
金

　補助率確定による増額林業用施設災
害復旧費補助
金

災害復旧費県補
助金
Ｐ２７

農畜産物処理
加工施設使用
料１５．２．４

農林水産業費県
補助金
Ｐ２６

２
農業振興費補
助金
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単位：千円

147

１６．２．１ ２ 【町有林立木売払収入】
不動産売払収入 立木売払収入 3,712 　収入見込による増額
Ｐ３０ 　見込額5,146千円－予算額1,434千円
１８．１．２ １

△ 3,602

△ 2,327

２１．１．４
農林水産業債
Ｐ３５

１
農業債 △ 3,700

【公共事業等債（一般公共事業）】
　県営かんがい排水事業費確定による減額

２１．１．５ ２
災害復旧費 3,400
Ｐ３５

３
△ 15,800

経済部　　農政課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

△ 25
Ｐ７２、７３

３
職員手当等 △ 127

△ 2,232

△ 40

21

【時間外勤務手当】
　補助事業未採択に伴う減額

７
賃金 【臨時職員賃金】

　執行見込みによる減額

９
旅費

【費用弁償】
　人・農地プラン作成検討会委員費用弁償
　執行見込みによる減額　　△15千円
【特別旅費】
　執行見込みによる減額　　△25千円

１１
需用費 【消耗品費】

　執行見込みに伴う増額

【農業用施設災害復旧債】
　補助率確定に伴う起債額確定

農業用施設災
害復旧債

【林業用施設災害復旧債】
　補助率確定に伴う起債額確定

林業用施設災
害復旧債

６．１．３
農業振興費
P

１
報酬 人・農地プラン作成検討会委員報酬

　執行見込みによる減額

【大津町外四ヶ市町村共有財産管理処分事務受託特
別会計繰入金】
　事業費確定による減額
　　　見込額2,054千円-予算額5,656千円

大津町外四ヶ
市町村共有財
産管理処分事
務受託特別会
計繰入金

２０．４．２
雑入
Ｐ３２、３３

１
雑入

【くまもと水源の森づくり助成金】
　事業費確定による増額　　　217千円
【特別型国営事業償還助成金】
　収入見込みによる増額　　43千円
【多面的機能支払交付金事業清算金】
　事業費確定による減額　　　△1千円
【農地中間管理機構事業委託金】
　事業費確定による減額　△2,591千円
【森林・林業活性化センター解散返還金】
　活性化センター解散による返還金　　　5千円

大津町外四ヶ市
町村共有財産管
理処分事務受託
特別会計繰入金
Ｐ３０

【菊池森林組合配当金】
　配当額確定による増額
　確定額98千円－当初予算1千円＝97千円
【ネットワーク大津（株）配当金】
　10,000円×町保有株数5株＝50千円

１６．１．２
利子及び配当金
Ｐ２９

１
利子及び配当
金
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単位：千円

44,694

△ 60

△ 775

△ 2,011

△ 51

△ 427

６．１．６ ７
農地費 賃金 △ 366
Ｐ７４、７５

１２
役務費 △ 310

１３
委託料 △ 806

【作業員賃金】
　執行見込みによる減額

【手数料】
　執行見込みによる減額

【大久保調整池管理委託】
　事業実施しなかったことによる減額

６．１．５
農業構造改善
事業費
Ｐ７４

７
賃金 【臨時職員賃金】

　執行見込による減額

１１
需用費 【光熱水費】

　執行見込みによる減額

１２
役務費 【手数料】

　確定に伴う減額　　　　　　△63千円
【通信運搬費】
　執行見込みによる増額　　　 　12千円

１３
委託料

【総合交流ターミナル施設警備業務委託】
　執行見込みによる減額　    △54千円
【総合交流ターミナル施設受水槽清掃点検検査業務委
託】
　施設休館により未実施　    △52千円
【総合交流ターミナル施設消防設備保守点検業務委
託】
　施設休館により未実施　   △321千円

１９
負担金、補助
及び交付金

【２．有害鳥獣捕獲補助金】
捕獲実績及び今後の捕獲見込みによる増額　　156千円
【３．自立経営体育成資金利子補給】
　利子補給額確定に伴う減額　 　△108千円
【４．畜産経営維持緊急支援資金利子補給】
　利子補給額確定に伴う減額　 　  △3千円
【６．大家畜・養豚特別支援資金利子補給】
　利子補給額確定に伴う増額　　　　　1千円
【７．鳥獣害防止対策事業補助金】
　執行見込みによる減額　　　　　△223千円
【８．青年就農給付金】
　執行見込みによる減額　　　　△7,875千円
【１０．農業後継者育成事業補助金】
　執行見込みによる減額　　　  　△276千円
【１１．被災農業者向け経営体育成支援事業補助金】
　補助率：国1/2、県2/10、町2/10　　　　54,829千円
　補助対象：熊本地震により被災した農業用施設等の
修繕・再建
【１２．地域営農組織法人化推進事業補助金】
　執行見込みによる減額 　　　　　△52千円
【１３．土地利用型構造改革推進事業補助金】
　事業費の確定による減額　   　△156千円
【１６．産地パワーアップ事業補助金】
　執行見込みによる減額　 　　 △1,599千円

６．１．４
畜産業費
Ｐ７３

８
報償費 【畜産品評会報奨費】

　執行見込みによる減額
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単位：千円

１４
使用料及び賃借料 △ 125

１５
工事請負費 △ 1,000

１６
原材料費 △ 194

１９
△ 9,219

６．１．７ 1 【矢護川地区県営圃場整備事業推進委員報酬】
圃場整備費 報酬 執行見込みによる減額
P７５、７６ 9 【費用弁償】

旅費 執行見込みによる減額

△ 121

△ 295

△ 6

△ 38

６．２．１ ２
林業総務費 給料 △ 77
Ｐ７７

３
職員手当等 △ 284

４
共済費 △ 126

９
旅費 △ 295

【費用弁償】
　執行見込みによる減額

【食糧費】
　執行見込みによる減額

１３
委託料 【行政バス運転業務委託】

　執行見込みによる減額

【職員給2人】

【期末勤勉手当】

【職員共済組合負担金】

【1.上井手・下井手地区県営かんがい排水事業等負担
金】
　県営事業確定に伴う町負担金の減額　△11,575千円
【2.山村振興負担金】
　山村振興連盟負担金の増額　　　5千円
【5.多面的機能支払交付金事業負担金】
　事業費確定に伴う町負担金の減額　　　△53千円
【6.団体営農業農村整備事業負担金】
　事業実施しなかったことによる減額　　　△4,596千円
【1.土地改良事業補助金】
　おおきく土地改良区が実施する上井手土砂浚渫等に
係る補助金
　10,000千円×70%=7,000千円

負担金、補助
及び交付金

△ 207

△ 123

６．１．８
農地管理費
Ｐ７６

１
報酬 【農業振興地域整備促進協議会委員報酬】

　執行見込みによる減額

９
旅費

【費用弁償】
　執行見込みによる減額　　　△264千円
【特別旅費】
　執行見込みによる減額　　　  △31千円

１１
需用費

【重機借上料】
　執行見込みによる減額

【農業用施設補修工事】
　事業実施しなかったことによる減額

【農業用施設原材料】
　執行見込みによる減額
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単位：千円

１９
544

６．２．２ １５
林業振興費 工事請負費 △ 1,000
Ｐ７７

１９
△ 1,792

１１．１．１ １２
農業用施設災害復旧費 役務費 65
Ｐ１１１

１３
委託料 4,369

１５
工事請負費 20,698

１９
118

２２
119

１１．１．２ １５
林業用施設災害復旧費 工事請負費 1,728
Ｐ１１１

　　経済部　商業観光課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１３．１．３ １ 【バンガロー等使用料】　△444千円
商工使用料 観光使用料 △274 地震によるキャンプ場閉鎖のため減額
Ｐ１７ 【ビジターセンター駐車場使用料】170千円

収入実績による増額
２０．４．２ １ 【キャンプ場シャワー料金】　△12千円
雑入 雑入 60 地震によるキャンプ場閉鎖のため減額
Ｐ３２～３３ 【緑の募金事業交付金】　24千円

事業実績による増額
【まちづくり交流センターコピー等代】　17千円
収入実績による増額
【町小口融資損失補償金回収分戻入】　31千円　
収入実績による増額

【災害復旧工事】
　執行見込額215,614千円-予算額194,916千円

【1.県営災害復旧事業町負担金】
　事業費確定による町負担金の増額

負担金、補助
及び交付金

【立木補償】
　伐採補償見込額239千円-予算額120千円

補償、補填及
び賠償金

【2.熊本県治山林道協会負担金】
　熊本地震による山林等災害復旧事業費増に伴う負担
金の増額

負担金、補助
及び交付金

【作業道俵山線舗装工事】
　熊本地震により作業道そのものが流出し事業実施で
きなかったことによる減額

【2.林建連携路網整備促進事業負担金】
　事業費確定による町負担金の減額　　　△780千円
【1.間伐材供給安定化緊急対策事業補助金】
　事業費確定による町補助金の減額　　　△1,012千円

負担金、補助
及び交付金

【災害復旧工事】
　外牧地区山腹崩壊応急工事

【手数料】
　災害復旧事業に伴う所有権移転登記手数料

【農業用施設災害測量設計業務委託】
執行見込額40,448千円-予算額35,400千円＝5,048千円
【地質調査業務委託】
　執行見込みによる減額　　　△269千円
【立木伐採業務委託】
　執行見込による減額　　　△410千円
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単位：千円

　　経済部　商業観光課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

７．１．２ １９ 【補助金】
商業振興費 負担金、補助 △ 1,824 店舗改装等利子補給　176千円　　新規申請による増額。

Ｐ７８ 及び交付金
海外販路拡大等事業補助金　　△2,000千円
交付金決定により減額

７．１．３ １３ からいもくんアドバルーン掲揚委託料
観光費 委託料 地震によりイベント中止のため減額
Ｐ７８～７９ １９ 負担金

地震により負担金減額

７．１．５ １１ 【光熱水費】
観光施設費 需用費 70 実績見込による増額
Ｐ７９～８０

１３ 弥護山自然公園管理業務委託他　△689千円
委託料 △ 1,221 岩戸渓谷トイレ清掃業務委託　△134千円

ビジターセンター総合清掃業務委託　△98千円
ビジターセンター自動ドア開閉装置保守委託　△18千円

交流センター空調機類保守点検委託　△210千円
交流センター自動ドア開閉装置保守委託　△18千円
交流センター定期清掃業務委託　　△54千円
事業実績及び地震による減額

１４ 弥護山自然公園関係借上料
使用料及び △ 14
賃借料 事業実績による減額

７．１．６ １２ 登記手数料他
社会資本整備総 役務費 △ 1,000 上井手景観整備事業の事業変更に伴う減額
合交付金事業
Ｐ８０ １３ 上井手景観整備事業測量設計業務委託他

委託料
△ 1,248

事業実績による減額

17 用地費
△ 6,000 上井手景観整備事業の事業変更に伴う減額

２２ 補償費
補償、補填及び △ 4,000 上井手景観整備事業の事業変更に伴う減額
賠償金

経済部　　　企業誘致課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

経済部　　　企業誘致課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

△ 216

負担金、補助
賃金及び交付
金

△ 137

１５．３．１
総務費委託金
Ｐ２８

３
総務費委託金 80

公有財産購入
費

特定工事新設等の届出の受理等に関する事務委託金
の確定による増額

３．３．２
熊本地震関係費
Ｐ６４

１１
需用費

△ 3,886
消耗品費　△3千円
食糧費　△3,883千円
支出見込による減額
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単位：千円

土木部　　　都市計画課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１４．２．３ ２ 社会資本整備総合交付金（都市再生整備）　△78,380
△80,192 社会資本整備交付金（安全ｽﾄｯｸ形成事業)　△428

社会資本整備総合交付金（公園）  　　　　　　△1,384
Ｐ２１ 事業費の確定による減額
１４．２．６ ３
災害復旧費国庫補助金 △45,606 公共土木施設（公園）災害復旧事業費補助金
Ｐ２２ 内示による減額
１５．２．５ １
土木費県補助金 △1 ユニバーサルデザイン建築物整備促進事業補助金
Ｐ２７
１５．３．５ ２ 都市計画法等事務委託金　　　　　　　　　　　△15
土木費委託金 △21 公有地の拡大の推進に関する法律に基づく事務
Ｐ２９ 委託金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△6

実績による減額
２０．４．２ １
雑入 雑入 △14 都市計画図・管内図代
Ｐ３２ 実績による減額
２１．１．２ ２
土木債 都市計画債 △ 1,500 公共事業等債　（都市再生整備計画事業）
Ｐ３４ 事業費の確定による減額

土木部　　　都市計画課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

３．３．２ ７ △262 住宅応急修理建築士賃金
熊本地震関係費 賃金 執行見込みによる減額
Ｐ６４ １３ △79,000 住宅応急修理業務委託料

委託料 執行見込みによる減額
８．３．１ １ 都市計画審議会委員報酬　
都市計画総務費 報酬 執行見込みによる減額
Ｐ８５ ９ 費用弁償

旅費 執行見込みによる減額
１９ 補助金

△892 1．ユニバーサルデザイン建築物整備促進事業
　補助金 　　　　　　　　　　　　　　　 　△2千円
2．耐震改修事業補助金　　　　　　△890千円
執行見込みによる減額

８．３．２ １３ 公園長寿命化計画
公園緑地費 委託料 事業費の確定による減額
Ｐ８５ １５ 中核工業団地緑地帯作業道開設工事

工事請負費 事業費の確定による減額

７．１．４
企業誘致推進費
Ｐ７９

９
旅費 △１２０

特別旅費
支出見込による減額

１１
需用費 △１００

食糧費
支出見込による減額

都市計画費補
助金

公共土木災害
復旧費補助金

都市計画費補
助金

都市計画費委
託金

負担金、補助
及び交付金

土木費国庫補助
金

△90

△53

△2,767

△1,080
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単位：千円

８．３．５ １
報酬 △34 社会資本整備総合交付金評価委員会報酬

執行見込みによる減額
Ｐ８６ ９

旅費 △20 費用弁償
執行見込みによる減額

１５
工事請負費 3,000 門出２号線道路整備工事

事業費の見込みによる増額
８．３．６ １８
熊本地震関係費 備品購入費 △479 住家被害認定調査用備品
Ｐ８６ 執行見込みによる減額
８．４．３ １１ 光熱水費
住宅建設費 需用費 △1,080 あけぼの団地仮住まい光熱水費
Ｐ８７ 執行見込みによる減額

　土木部　建設課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１４．１．３ １
災害復旧費国庫負担金 公共土木災害復旧 △ 47,284
Ｐ２０ 費負担金

１４．２．３ １
土木費国庫補助金 △ 25,003
Ｐ２１
１５．２．５ ２
土木費県補助金 災害関連事 △ 9,603
Ｐ２７ 業費補助金
１５．３．５ １
土木費県補助金 土木費委託金 △ 34
Ｐ２８
２１．１．２ １
土木債 道路橋梁債 △ 102,700
Ｐ３４～Ｐ３５

３
砂防債 5,100 防災対策事業債（自然災害防止事業）の増額

４
17,500

２１．１．５ １
災害復旧債 公共土木施設 △ 33,401 公共土木施設災害復旧債の見込みによる減額
Ｐ３５ 災害復旧債

　土木部　建設課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

６．１．１０ １４
農道管理費
Ｐ７６

使用料及び賃
借料

１６
原材料費

６．２．３ １３
林道新設改良費 委託料 △ 1,272
Ｐ７８

社会資本整備総
合交付金事業費

公共土木災害復旧費負担金の見込みによる減額

社会資本整備総合交付金の交付決定による減額
（地方道路交付金事業）

地域防災がけ崩れ対策事業の内示による減額

護岸雑草処理業務委託金の減額

地方道路等整備事業債の減額　△124,200
公共事業等債の増額　24,500
一般事業債の減額　△3,000

公共事業等債（地域がけ）の減額　△2,900
公共事業等債（急傾斜県負担金）の増額　20,400

林道管理委託の事業費確定による減額

道路橋梁費補
助金

災害関連事業
債

重機借り上げの事業費確定による減額△ 300

農道用砕石他の事業費確定による減額△ 486
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８．１．１ ７
土木総務費 賃金 △ 21 臨時職員賃金の執行見込みによる減額
Ｐ８１ 　９

旅費 △ 7 事業執行見込みによる減額
１２
役務費 △ 90 登記手数料の執行見込みによる減額
１３
委託料 △ 416 委託料の執行見込みによる減額
１４
使用料及び賃
借料

△ 114 電算使用料等の確定による減額

８．２．１ １１ 【修繕料】事業執行見込みによる減額
道路橋梁総務費 需用費 △ 18
Ｐ８２ １９

44 事業執行見込みによる増額

８．２．２ ７
道路維持費 賃金 △ 136 作業員賃金の執行見込みによる減額
Ｐ８２～Ｐ８３ １２

役務費 △ 1,141 登記手数料等の執行見込みによる減額
１３
委託料 △ 34,989
１４
使用料及び賃
借料

△ 2,711
重機借上料の執行見込みによる減額

１５
工事請負費 △ 11,000 工事請負費の執行見込みによる減額
１６
原材料費 △ 1,600 原材料費の執行見込みによる減額

８．２．３ １２
道路新設改良費 役務費 △1,150 登記手数料の執行見込みによる減額
Ｐ８３～Ｐ８４ １３

委託料 △4,000 測量設計等業務委託の執行見込みによる減額
１５
工事請負費 △103,828 工事請負費の執行見込みによる減額
１７

△ 12,500 用地費の執行見込みによる減額

１９
負担金、補助 21,000 県道等負担金の執行見込みによる増額
及び交付金
２２
補償、補填 △2,500 補償費の執行見込みによる減額
及び賠償金

８．２．４ １３
社会資本整備総合 委託料 △26,800 測量設計等業務委託の執行見込みによる減額
交付金事業費 １５
Ｐ８４ 工事請負費 5,000 工事請負費の執行見込みによる増額
８．２．５ １３ 測量設計業務委託の執行見込みによる増額
熊本地震関係費 委託料 3,000 地域防災がけ崩れ対策事業
Ｐ８４ １５ 工事請負費の執行見込みによる減額

工事請負費 △11,208 熊本地震関係　△１，２０８
地域防災がけ崩れ対策事業　△１０，０００

負担金、補助
及び交付金

調整池浚渫、境界測量業務等の執行見込みによる減額

公有財産購入
費
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１１．２．１ １３
委託料 △3,000 測量設計業務委託の執行見込みによる減額
１５

Ｐ１１２ 工事請負費 △95,100 工事請負費の執行見込みによる減額

土木部　下水道課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

８．３．３ 28
公共下水道費 繰出金 27,156

P８６

教育部　子育て支援課　 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１２．１．５ １ 【日本スポーツ振興センター負担金（幼稚園）】

教育費負担金 教育費負担金 △ 13 　実績による減額

Ｐ１６
１４．１．１ １ 【子どものための教育・保育給付費国庫負担金】
民生費国庫負担金 △ 15,964 　実績見込みによる減額
Ｐ２０
１４．２．１ １ 【子ども・子育て支援交付金】△6,208千円

民生費国庫補助金 10,792 　放課後児童健全育成事業の変更に伴う減額

Ｐ２１ 【子ども・子育て支援整備交付金】17,000千円
　室小学校校区学童保育施設整備費
　国庫補助の嵩上げに伴い増額（補助率1/3→2/3）
　交付予定額33,284千円-予算額16,284千円＝17,000千円

１４．２．６ ４ 【児童福祉施設等災害復旧費補助金（大津保育園）】
災害復旧費国庫補助金 1,705 　大津保育園災害復旧工事に伴う国庫補助
P２２ 　補助予定額3,411,475円×補助率1/2＝1,705,738円
１５．１．２ ２ 【子どものための教育・保育給付費県費負担金】
民生費県負担金 △ 7,982 　実績見込みによる減額
Ｐ２３
１５．２．２ ３ 【放課後児童健全育成事業等補助金】△4,810千円

民生費県補助金 △14,675 　障害児受入が予定を下回ったため

Ｐ２５ 【多子世帯子育て支援事業補助金】△1,029千円
　入所児童数の実績に伴う減額
【こんにちは赤ちゃん事業等補助金】△60千円
　実績見込みによる減額
【子どものための教育・保育給付費地方単独費用県費補助金】△660千円

　実績見込みによる減額
【放課後児童クラブ整備費補助金】△7,964千円

　室小学校校区学童保育施設整備費
　国庫補助の嵩上げに伴う減額（補助率1/3→1/6）
　交付予定額8,320千円-予算額16,284千円＝7,964,000円

【一時預かり事業補助金】△152千円
　実績見込みによる減額

１５．２．６ ８ 【被災幼児就園支援事業補助金】
教育費県補助金 200 　熊本地震の被災により創設された県費補助
Ｐ２７ 　町交付額300,000円×補助率2/3＝200,000円
１５．２．８ ３ 【児童福祉施設等災害復旧費補助金（大津保育園）】
災害復旧費県補助金 852 　大津保育園災害復旧工事に伴う県費補助
Ｐ２７ 　補助予定額3,411,475円×補助率1/4＝852,868円

公共土木施設災
害復旧費

下水道使用料の見込み減額に伴う公共下水道特別会
計への繰出金の増額

民生費災害復
旧費補助金

児童福祉費負
担金

児童福祉費補
助金

児童福祉費負
担金

児童福祉費補
助金

幼稚園奨励費
補助金

民生費災害復
旧費補助金
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単位：千円

２１．１．５ ５ 【災害復旧事業債（大津保育園災害復旧事業）】
災害復旧費 800 　大津保育園災害復旧工事に伴う起債
Ｐ３６ 　起債3,411,475円×0.25≒800,000円

教育部　子育て支援課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

３．２．１ ７ 【臨時職員賃金】
児童福祉総務費 賃金 △ 990 　実績見込みによる減額
Ｐ６０～６１

８ 【講師謝礼等】
報償費 △ 10 　実績見込みによる減額

１１ 【印刷製本費】△78千円
需用費 △28 　実績見込みによる減額

【修繕料】50千円
　中央公園内遊具修理のため

１３
委託料

△ 3,053 【一時預かり事業委託】△1,473千円
【養育支援訪問事業委託】△180千円
【子育てサポート事業委託】△1,100千円
　各種委託事業の実績見込みによる減額

１９ 【補助金】
△ 12,200 　１．放課後児童健全育成事業補助金△12,033千円

　　障害児受入強化推進事業補助金の減額等

　２．保育所等整備事業補助金△167千円
　　実績見込みによる減額
　　補助決定額180,449千円-予算額180,616千円＝△167千円

３．２．３ １ 【非常勤職員報酬】
大津保育園費 報酬 △ 3,820 　任用実績見込みによる減額
Ｐ６２ 　(保育園費△1,900千円＋障害児保育△730千円＋分園△1,190千円)

３．２．４ １９ 【負担金】
保育給付費 △ 35,175 　１．子どものための教育・保育給付費
Ｐ６２ 　私立保育園・認定こども園等運営費負担金の実績見込みによる減額

　見込額1,116,381,889円-予算額1,151,557,000円＝△35,175,111円

３．２．５ １３ 【学童保育施設指定管理委託】
委託料 △ 6,848

３．２．８ １９ 【補助金】
熊本地震関係費 600 　１．放課後児童クラブ利用者支援事業補助金600千円
Ｐ６３ 　　熊本地震で被災した児童に対し、利用料の補助を行うもの

１０．４．１ １ 【非常勤職員報酬16人】
幼稚園費 報酬 △ 1,630 　任用実績見込みによる減額
Ｐ９７～９９ 　実績見込額19,461千円-予算額21,091千円＝△1,630千円

　大津幼稚園△400千円、陣内幼稚園△1,230千円
９ 【普通旅費】
旅費 　実績による減額（大津幼稚園△22千円、陣内幼稚園

△10千円）

１１ 【燃料費】△24千円
需用費 △124 　実績見込みによる減額（大津幼稚園△17千円、陣内幼稚園△7千円）

【光熱水費】△100千円
　水道料金の実績見込みによる減額（大津幼稚園）

　実績見込みによる減額（障害児受け入れが5人未満のた
め）
　契約額44,996千円-予算額51,844千円＝△6,848千円

負担金、補助
及び交付金

負担金、補助
及び交付金

【室小学校校区学童保育建設工事監理業務委託】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△300千円

△ 32

その他公共施
設災害復旧費

負担金、補助
及び交付金

学童保育施設運
営費
Ｐ６２
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単位：千円

１２ 【通信運搬費】△11千円
役務費 △ 24 【手数料】△13千円

　実績見込みによる減額
１３ 【消防設備点検委託】△21千円
委託料 △ 518 【警備委託】△295千円

【空調機保守点検業務委託】△200千円
【プールろ過機保守点検委託】△2千円
　各種委託事業の実績見込みによる減額

１４ 【コピー機借上料】△79千円
△ 86 【駐車場使用料】△7千円

　実績による減額
１８ 【園児用テーブル他】△21千円
備品購入費

△ 111
　折りたたみテーブル･パイプ椅子購入に伴う残額（陣
内幼稚園）

【保育用備品】△35千円
　園児用椅子購入に伴う残額（大津幼稚園）
【難聴児用補聴補助システム】△55千円
　補聴補助システム購入に伴う残額（陣内幼稚園）

１９ 【負担金】
△ 5,337 　２．日本スポーツ振興センター負担金△19千円

　３．各種負担金△25千円
　　実績による減額
【補助金】
　１．私立幼稚園就園奨励費補助金△5,593千円
　　実績見込みによる減額
　　実績見込額39,261千円-予算額44,854千円＝△5,593千円

　４．私立幼稚園被災幼児就園奨励費補助金300千円

　　熊本地震で被災し、新たに奨励費の対象となった
　　保護者に対し補助を行うもの

１１．４．２ １５ 【大津保育園児童福祉施設等災害復旧工事】
工事請負費 3,412 　熊本地震による災害復旧補修工事

Ｐ１１３

教育部　学校教育課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１２．１．５ １
教育費負担金 教育費負担金 △ 2 日本スポーツ振興センター負担金（小・中）
Ｐ１６ 　加入実績による減額
１４．１．４ １

△ 18,821 公立学校施設災害復旧事業国庫負担金
　事業実績（見込）による減（大津北中33,300千円→14,479千円)

Ｐ２０ ２
△ 98,868 公立学校施設災害復旧事業国庫負担金

　事業実績（見込）による減（大津南小他224,800千円→125,932千円)

１４．２．４ １
△ 284 特別支援教育就学奨励費補助金　△175千円

学校教育設備整備費等補助金　　 △109千円
Ｐ２２ ２

△ 124 特別支援教育就学奨励費補助金　△105千円
学校教育設備整備費等補助金　　 △19千円

教育費国庫負担
金

中学校費負担
金

負担金、補助
及び交付金

児童福祉施設等
災害復旧費

使用料及び賃
借料

小学校費負担
金

教育費国庫補助
金

小学校費補助
金

中学校費補助
金
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単位：千円

１４．３．３ １
教育費委託金 教育費委託金 △ 403 研究開発学校事業委託金（大津小学校）
Ｐ２３ 　実績による減額
１５．２．６ １ 水俣に学ぶ肥後っ子教室補助金　　△154
教育費県補助金 　実績による減額
Ｐ２７ 　　準要保護児童生徒就学援助費補助金　4,978

　　熊本地震関連
２０．３．１ １
奨学金貸付収入 奨学金返還金 △ 240 奨学金返還金
Ｐ３２ 　実績による減額（高校等卒業後の進学に伴う返還猶予分）

２
奨学金返還金 90 過年度奨学金返還金
(過年度) 　過年度1名分

２０．４．２ １ 教育支援センター太陽光売電料　13千円
雑入 雑入 91 　実績による増額
Ｐ３３ 電話料金戻入　1千円

　実績による増額
南阿蘇村児童生徒28人の受入れに伴う米飯炊飯委託受入金　77千円

　2,551食×28円×1.08＝77千円
２１．１．５ ４
災害復旧債 文教施設 △ 18,700 災害復旧債（公立学校災害復旧事業)　△60,300千円
Ｐ３５ 災害復旧債 公立学校単独災害復旧事業債　　　　　　 41,600千円

教育部　学校教育課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

３．３．２ ２０
熊本地震関係費 扶助費 △ 901 学用品給与
Ｐ６４ 　実績による減額
１０．１．１ ９
教育委員会費 旅費 38 費用弁償
Ｐ９０ 　執行見込みによる増額
１０．１．２ １ 小・中学校通学区域（等）検討委員会委員報酬39人　△211千円

事務局費 報酬 △ 255 　会議未開催による減額
Ｐ９０～９１ 奨学生選考委員会委員報酬　△26千円

　実績による減額
学校運営協議会委員報酬22人　△18千円
　実績（欠席）による減額

７ 臨時職員賃金（特別支援補助員（看護師））　△1,038千円

賃金 △ 2,685 　実績による減額
臨時職員賃金（歯科衛生士）　△1,647千円
　実績による減額

９ 費用弁償
旅費 △ 151 　小・中学校通学区域（等）検討委員会　△125千円

　　会議未開催による減額
　奨学生選考委員会　△15千円
　　実績による減額
　学校運営協議会　△11千円
　　実績（欠席）による減額

１１
需用費 △ 400 消耗品費　△400千円

　実績による減額

学校教育費補
助金

4,824
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単位：千円

１２ 通信運搬費　△659千円
役務費 △ 680 　実績（バス・ＪＲ定期券不用額）による減額

学校支援ボランティア等保険料　△21千円
　実績による減額

１３ 児童送迎委託　△90千円
委託料 △ 1,267 　実績による減額

いきいき芸術体験教室実施委託　△100千円
　実績による減額
学校施設管理業務委託　△91千円
　実績による減額
スクールバス管理業務委託　△986千円
　実績及び見込みによる減額

１４ 車等借上料　△85千円
△ 664 　実績による減額

ＡＥＤ借上料　△579千円
　入札（または随契）による執行残

１９ 負担金　△23千円
負担金、補助 △ 1,533 　１．租税教育協議会負担金　
及び交付金 　　請求額確定に伴う減額

　３．各種負担金　
　　請求額確定に伴う減額
補助金　△1,510千円
　２．学校教育推進事業補助金
　　小学校プール開放実施校の減及び実績による減額

１０．１．３ １
報酬 △ 204 教育相談員報酬６人

　実績による減額
Ｐ９２ ８

報償費 △ 10 講師謝礼
　実績による減額

１１
需用費 △ 27 光熱水費

　実績による減額
１２
役務費 △ 45 通信運搬費

　実績による減額
14

△ 6 テレビ受信料
　実績による減額

１０．２．１ １ 校医報酬２１人　△182千円
学校管理費 報酬 △ 330 　実績による減額
（小学校） 運営指導委員会委員報酬6人　△148千円
Ｐ９２～９４ 　実績（報酬辞退等）による減額

８
報償費 △ 40 外部講師謝礼

　実績による減額
９
旅費 △ 188 費用弁償

　実績による減額

使用料及び賃
借料

教育支援センター
費

使用料及び賃
借料
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単位：千円

１１ 燃料費　△570千円
需用費 △ 610 　実績による減額

印刷製本費　△30千円
　実績による減額
飼料費　△10千円
　実績による減額

１２
役務費 △ 130 手数料

　実績による減額
１３ 消防設備等点検委託　△71千円
委託料 △ 1,758 　入札（または随契）による執行残

プールろ過機保守点検委託　△16千円
　入札（または随契）による執行残
電気保安委託　△75千円
　入札（または随契）による執行残
エレベーター保守点検委託　△376千円
　入札（または随契）による執行残
学力、知能テスト委託　△500千円
　実績による減額
空調機保守点検業務委託　△720千円
　入札（または随契）による執行残

１４
使用料及び賃 △ 4,136 パソコン等借上料
借料 　入札（または随契）による執行残
１６
原材料費 △ 120 山砂等

　実績による減額
１８
備品購入費 △ 675 一般備品

　入札（または随契）による執行残
１９ 負担金　△95千円
負担金、補助 △ 504 　１．日本スポーツ振興センター負担金　△91千円
及び交付金 　　加入実績による減額

　２．学校保健会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　４．　郡市教科等研究会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　５．特別支援教育研究会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　７．校長会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
補助金　△409千円
　１．研究指定校補助金　△100千円
　　実績による減額
　２．水俣に学ぶ肥後っ子教室補助金　△309千円
　　実績による減額

１０．２．２ １８
教育振興費 備品購入費 △ 53 理科教育備品
（小学校） 　入札（または随契）による執行残
Ｐ９４ ２０ 要保護及び準要保護児童援助費　△849

扶助費 1,256 準要保護児童就学援助費(熊本地震対応分)　2,605
特別支援教育就学奨励費補助　△500
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単位：千円

１０．３．１ １
学校管理費 報酬 △ 182 校医報酬７人
（中学校） 　実績による減額
Ｐ９５～９６ ７

賃金 △ 123 作業員賃金
　実績による減額

１１ 消耗品費　△500千円
需用費 △ 900 　実績による減額

燃料費　△100千円
　実績による減額
光熱水費　△300千円
　実績による減額

１２
役務費 △ 50 手数料

　実績による減額
１３ 消防設備等点検委託　△68千円
委託料 △ 411 　入札（または随契）による執行残

エレベーター保守点検委託　△222千円
　入札（または随契）による執行残
学力・知能テスト等委託　△100
　実績による減額
高所窓清掃業務委託　△21千円
　入札（または随契）による執行残

１４ 教育用パソコン他借上料　△1,539
使用料及び賃 △ 1,579 　入札（または随契）による執行残
借料 和太鼓借上料　△40千円

　実績による減額
１６
原材料費 △ 50 校舎、校具補修材料費

　実績による減額
１９ 負担金　△16千円
負担金、補助 △ 551 　１．日本スポーツ振興センター負担金　△11千円
及び交付金 　　加入実績による減額

　２．学校保健会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　３．中学校体育連盟負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　５．特別支援教育研究会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　８．教頭会負担金　△1千円
　　請求額確定に伴う残額
　９．科学教育研究会負担金　△2千円
　　請求額確定に伴う残額
　１０．各種負担金　1千円
　　不足額の補正
補助金　△535千円
　１．中体連出場補助金　△535千円
　　出場実績による残額
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単位：千円

１０．３．２ １８
教育振興費 備品購入費 △ 12 理科教育備品
（中学校） 　入札（または随契）による執行残
Ｐ９６ ２０

扶助費 4,441 要保護及び準要保護生徒援助費　△123
準要保護生徒就学援助費(熊本地震対応分)　4,864
特別支援教育就学奨励費補助　△300

１１．３．１ ３
学校教育施設 職員手当等 時間外勤務手当
災害復旧費 　実績による減額
Ｐ１１２ １２

役務費 手数料
　実績による減額

１３
委託料 学校施設災害復旧設計等業務委託

　入札（または随契）による執行残
１５
工事請負費 災害復旧工事

　災害査定時の計画変更による減額

１０．６．３
学校給食費
Ｐ１０９～１１０

１
報酬 △2,059

給食運営委員報酬△59千円
非常勤職員報酬△2,000千円
　非常勤職員報酬額の確定見込みによる減額

７
賃金 43

給食費事務補助
　給食事務補助員（臨時職員）賃金の増額　43千円
　4,270円×10日×1名

９
旅費

△82

費用弁償
　給食運営委員会委員費用弁償　△35千円
特別旅費
　熊本地震に伴う県外研修等の中止　△47千円

１１
需用費

△3,806

燃料費
　燃料費単価の下落等に伴う減額　△3,000千円
食糧費
　研修中止に伴う減額　△6千円
光熱水費
　電気料・上下水道料の執行見込みによる減額　△800
千円

１３
委託料

△2,058

各種定期業務委託入札による執行残　△286千円
給食費収納事務委託　△1,018千円
　毎月の給食費口座振替件数に対する事務委託費で、
　一括納付者の増加及び同一世帯の合算による事務
　委託件数の減小による減額
給食センター改修外設計委託入札による執行残
△754千円

１５
工事請負費 △2,731

給食センター改修工事入札による執行残　△2,731千円

１０．６．５
熊本地震関係費
Ｐ１１０

１８
備品購入費 △499

学校給食用ボイラー購入入札による執行残
△499千円

△ 500

△ 217

△ 1,820

△ 161,823
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単位：千円

歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１３．１．２ １ 利用団体の減数によるもの
農林水産使用料 山村広場使用料 △24 ・山村広場使用料
P１７
１３．１．４ １ 利用団体の増減によるもの
土木使用料 公園使用料 △3,619 ・杉水グラウンド使用料　△38千円
Ｐ１７～１８ ・高尾野公園グラウンド使用料　△6千円

・昭和園テニスコート使用料　101千円
・運動公園使用料　△3,676千円

１３．１．５ ３ 仮庁舎利用による利用団体の減によるもの
教育使用料 社会教育使用料 △ 1,410 ・町民交流施設使用料　　△1,500千円
Ｐ１８ 利用団体の増によるもの

・野外活動等研修センター使用料　90千円
４ 利用団体の減数によるもの
保健体育使用料 △262 ・町民グラウンド使用料　△196千円

・武道館使用料　△32千円
・町民テニスコート使用料　△2千円
・菊阿体育館使用料　△32千円

１４．２．６ ５

1,936 ・社会体育施設
（町民テニスコート、武道館）

Ｐ２２
１５．２．６ ２ 補助金交付額決定による増額
教育費県補助金 18 放課後子ども教室推進事業補助金
Ｐ２７
２０．４．２ １ 事業実績（震災避難所等としての影響）による減額
雑入 雑入 △ 16 ・運動公園出店料　　△6千円
Ｐ３３ ・運動公園液体ペイント・石灰代　　△10千円

２１．１．５ ５ ・社会体育施設

900 （町民テニスコート、武道館）

歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１０．５．１ １
社会教育総務費 報酬 △ 90
Ｐ９９～１００ ８ 全国大会等出場激励金

報償費 210 全国大会等出場見込増（スポーツ関係）による増額

９ 費用弁償
旅費 △ 70 社会教育委員会議及び研修実績による減額
１１ 消耗品費
需用費 △ 200 地震に伴う執行見込みによる減額
１９ 執行見込みによる減額

負担金

△ 145 5.熊本県視聴覚教育連絡協議会負担金　△10千円
補助金
3.地域生涯学習施設等改修補助金（杉下区）△135千円

１０．５．４ １

文化振興費 報酬 △ 70 文化財保護委員会議及び研修等実績による減額
Ｐ１０２～１０３ ９ 費用弁償

旅費 △ 41 文化財保護委員会議及び研修等実績による減額

負担金、補助
及び交付金

社会教育委員会議及び研修実績による減額

教育部　生涯学習課

公立社会教育
施設災害復旧
費補助金

災害復旧費国庫
補助金

社会教育費補
助金

教育部　　生涯学習課

災害復旧債
Ｐ３６

その他公共施
設災害復旧費
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単位：千円

１２ 公開仮設トイレ汲取手数料
役務費 △ 33 執行見込みによる減額　　　　　　　　
１３ 行政バス運転業務
委託料 △ 18 執行見込みによる減額　　　　　　
１４ 公開仮設トイレ借上料
使用料及び賃
借料

△ 52 執行見込みによる減額　　

１９ 補助金
2.文化財保存整備費補助金
地震被災に伴う執行見込みによる減額　　　△297千円

△ 4,303 4.文化財保存整備費補助金(国補助事業分)
執行見込みによる減額　　　　　　　　　　　　△4,006千円

１０．５．５ １２ 通信運搬費
文化施設運営費 役務費 4 電話料金執行見込みによる増額　
P１０３ １３ 入札残による減額

委託料 △ 8 歴史文化伝承館警備委託
１０．５．６ １１ 光熱水費

需用費 30 野外活動等研修センター電気料実績による増額

１３ 地震による利用減及び入札残による減額
委託料 町民交流施設委託料　　　　　　　　　　　　  △2,302千円

△ 2,355 矢護川コミュニティセンター委託料　　　　　　　△32千円
野外活動等研修センター委託料　　　　　　　  △21千円

１０．５．８ ３ 時間外勤務手当
職員手当等 △ 80 地震に伴う執行見込みによる減額　
１１ 消耗品費

Ｐ１０５ 需用費 △ 30 地震に伴う執行見込みによる減額　
１３ 野外活動等研修センター改修工事設計他
委託料 △ 11,300 地震に伴う執行見込みによる減額　
１５ 南部地区広場整地工事他
工事請負費 △ 8,545 地震に伴う執行見込みによる減額　
１７ 土地購入費
公有財産購入
費

△ 1,222 執行見込みによる減額

２２ 建物等補償費

△ 15,805 執行見込みによる減額

１０．６．１ １ △ 33 委員報酬
保健体育総務費 報酬 各種委員の会議及び研修等実績による減額
Ｐ１０６～１０７ ９ △ 285 費用弁償　△230千円

旅費 特別旅費　△　55千円
職員、各種委員の会議及び研修等実績による減額

１１ △ 2 消耗品費
需用費
１２ △ 34 手数料
役務費 相撲まわしクリーニングの実績による減額
１３ △ 16 行政バス運転業務委託
委託料 使用実績による減額　
１４ △ 5 コピー機借上料
使用料及び賃借料 契約実績による減額　
１８ △ 1 ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞゴルフセット購入
備品購入費 入札残の減額　

負担金、補助
及び交付金

社会資本整備総
合交付金事業費

生涯学習施設運
営費
Ｐ１０３

補償、補填及
び賠償金

38



単位：千円

１９　負担金 △ 234 各種負担金及び補助金
研修会、大会等の実績による減額　△25千円

校区スポーツ振興会　大会等の実績による減額　△209
千円

１０．６．２ １ 非常勤職員報酬
体育施設費 報酬 年間見込みによる減額
Ｐ１０７～１０８

１１ 燃料費
需用費 運動公園等ガス代使用実績による減額　△134千円

光熱水費
運動公園等電気代等使用実績による減額　△1,900千
円

１２ 通信運搬費
役務費 総合体育館等の電話代実績による減額　△60千円

手数料
芝かす処分実績による減額　△272千円

１３ １施設管理に伴う保守点検等の入札残
委託料 　菊阿体育館耐震診断業務委託　入札残　△380千円

　運動公園管理委託　△2,000千円
　運動公園等消防設備点検委託　入札残　△38千円
　総合体育館ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ保守点検　入札残　△261千円
　総合体育館空調機保守点検　入札残　△42千円
　総合体育館内放送委託　入札残　△5千円
　運動公園等清掃委託　入札残　△90千円
　総合体育館等管理委託　△300千円
　運動公園等電気保安委託　入札残　△21千円
　総合体育館ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ機器保守点検　入札残　△30千円

　総合体育館自動ﾄﾞｱ保守点検　入札残　△5千円
　運動公園等電話設備保守点検　入札残　△14千円

１４ 　総合体育館等テレビ受信料　△8千円　
使用料及び 　運動公園管理機械借上料実績による減額　△800千円

賃借料 　総合体育館清掃モップ借上料　入札残　△28千円　
１０．６．４ 　財源組替
社会資本整備総 　運動公園多目的広場整備工事、監理業務委託
合交付金事業費
Ｐ１１０
１０．６．５ １１ 　修繕料

需用費
　町民テニスコート、武道館、総合体育館シャワー室用
ガス配管修繕

　入札残

歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１３．１．５ ３ 使用料実績（震災避難所等としての影響）による減額
教育使用料 △ 850 ・公民館使用料
Ｐ１８
１６．１．１ １ 貸付料実績による増額
財産貸付収入 262 ・生涯学習施設駐車場等貸付料
Ｐ２９

補助及び交付
金

熊本地震関係費
Ｐ１１０

社会教育使用
料

土地建物貸付
収入

0

△ 125

教育部　　公民館

△ 87

△ 2,034

△ 332

△ 3,186

△ 836
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単位：千円

２０．４．２ １ 事業実績（震災避難所等としての影響）による増減
雑入 雑入 △ 600 ・公民館講座参加負担金     　             △50千円
Ｐ３２～３３ ・初級パソコン教室参加負担金       　  △240千円

・生涯学習センター印刷用紙代戻入     　　 20千円
・大津地区公民館分館太陽光売電料     △30千円
・生涯学習センター太陽光売電料        △300千円

歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１０．５．２ １ 実績による減額
公民館費 報酬 △ 86 ・非常勤職員報酬
Ｐ１００～１０１ １１ 公民館等修繕実績による減額

需用費 △ 249 ・修繕料
１３ 入札残等による減額
委託料 △ 124 ・大津地区公民館分館 管理業務　　　　　　 △80千円

・大津地区公民館分館 清掃業務　 　　　　　△23千円
・大津地区公民館分館 防火対象物点検　　△21千円

１４ 事業実績による減額
使用料及び賃借料 △ 124 ・車等借上料

１０．５．３ １１ 事業実績による減額
生涯学習センター費 需用費 △ 1,011 ・光熱水費　生涯学習センター 電気・水道代 △365千円

Ｐ１０１～１０２ ・修繕料　生涯学習センター修繕実績 △646千円

１２ 事業実績による増額
役務費 9 ・通信運搬費　電話代
１３ 実績及び入札残等による増減
委託料 ・警備 △187千円

・消防設備等点検 △36千円
△ 365 ・清掃管理 △97千円

・ホール音響設備保守 △54千円
・ホール照明設備保守 △46千円
・ホール舞台吊物保守 △114千円
・自動ドア開閉装置保守 △28千円
・エレベーター保守点検 △127千円
・ホール音響．照明作業委託 324千円

１４ 契約残による減額
使用料及び賃借料 △ 108 ・コピー機借上料 △76千円

・印刷機借上料 △32千円

歳入
1４．２．６ ５

公立社会教育施設 1,050 公立社会教育施設（図書館）
災害復旧費補助金 災害復旧費補助金

Ｐ２２
２１．１．５ ５
災害復旧債 500 災害復旧事業債（図書館）
Ｐ３６

歳出
１０．５．７ ９ 特別旅費　　　　　　　　　　
図書館運営費 旅費 △ 17 用地交渉旅費実績による減額
P１０４～１０５ １１ 光熱水費　　　　　　　　　　

需用費 86 支出見込みによる増額

教育部　　公民館

教育部　生涯学課　図書館

教育部　生涯学課　図書館

その他公共施
設災害復旧費

災害復旧費国庫
補助金

40



単位：千円

１２ 登記手数料　　　　　　
役務費 △ 13 執行残による減額
１３ 電気保安委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　△8千円
委託料 △ 426 入札残による減額

警備委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△175千円
入札残による減額
消防設備点検委託　　　　　　　　　　　　　　　△8千円
入札残による減額
エレベーター保守点検委託　　　　　　　　　△215千円
入札残による減額
空調機保守点検委託　　　　　　　　　　　　　△13千円
入札残による減額
自動ドア保守点検委託　　　　　　　　　　　　△1千円
入札残による減額
剪定、消毒業務委託　　　　　　　　　　　　　　△6千円
入札残による減額

１５ 図書館駐車場拡張・整備工事
工事請負費 入札残による減額　　　
１７
公有財産購入費

１０．５．９ １１
熊本地震関係費 需用費 △ 20
Ｐ１０６

△ 3

実績による減額　　　

消耗品費
実績による減額

△ 1,111
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単位：千円

議案第３号　平成２８年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

住民福祉部　健康保険課 歳入 単位：千円
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ 医療給付費

後期高齢者支援金

Ｐ９
介護納付金

１．１．２ 医療給付費

Ｐ９ 介護納付金
３．１．１ １
療養給付費等負担金 現年度分 △ 38,139
Ｐ１０
３．１．２ １
共同事業負担金 現年度分 877
Ｐ１０
３．１．３ １
特定健康診査等負担金 特定健康診査 △ 431
Ｐ１０ 等負担金
３．２．１ ２
財政調整交付金 特別調整交付 86,573
Ｐ１０ 金
３．２．２ １
システム開発等補助金 制度関係業務 △ 26
Ｐ１０ 準備補助金
３．２．３ 1
災害臨時特例補助金 10,441
Ｐ１０
４．１．１ 1
共同事業負担金 現年度分 877
Ｐ１１
４．１．２ 1
特定健康診査等負担金 特定健康診 △ 431
Ｐ１１ 査等負担金
４．２．１ １
財政調整交付金 77,007
Ｐ１１
５．１．１ １
療養給付費等交付金 現年度分 513
Ｐ１１
６．１．１ １
前期高齢者交付金 現年度分 1,047
Ｐ１２
７．１．１ １
共同事業交付金 △ 26,196
Ｐ１２

共同事業負担金の県の交付額の確定に伴う補正

特定健診の実施に伴う県の負担金の額の確定に伴う
補正

保険財政共同安定化事業の実施による財政負担に対
する交付による補正

社会保険診療報酬支払基金から交付される退職者医
療交付金の額の変更に伴う補正

共同事業交付
金

特別調整交付
金

熊本地震による保険料の減免、一部負担金の免除に
伴う財政負担に対する特例補助金の補正

災害臨時特例
補助金

熊本地震による保険料の減免、被保険者数の減少等
に伴う現年課税分の補正

△ 6,222

熊本地震による保険料の減免、被保険者数の減少等
に伴う現年課税分の補正

社会保険診療報酬支払基金から交付される前期高齢
者交付金の額の変更に伴う補正

国保連合会から交付される高額医療（月額８０万円以
上）共同事業交付金の額の確定による補正

国が負担する療養給付費等負担金の見込みに伴う補
正

共同事業負担金の国の交付額の確定に伴う補正

特定健診の実施に伴う国の負担金の額の確定に伴う
補正

熊本地震による保険料の減免、一部負担金の免除に
伴う財政負担に対する交付による補正

システム改修に伴う国の補助金の額の確定に伴う補正

△ 64,510
一般被保険者
国民健康保険税

退職被保険者等
国民健康保険税

後期高齢者支援金
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単位：千円

７．１．２ １
保険財政共同安 保険財政共同安 △ 127,332
定化事業交付金 定化事業交付金

Ｐ１２
９．１．１． １
一般会計繰入金 保険基盤 △ 1,945

安定繰入金
２
職員給与費等 1,081
繰入金
４
財政安定化支 △ 7,316

Ｐ１２～１３ 援事業繰入金
１２．３．３ １
雑入 一般被保険者 4,306
Ｐ１３ 第三者納付金

住民福祉部　健康保険課 歳出 単位：千円
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ １１
一般管理費 需用費 △ 159

１２
役務費 △ 231
１３

Ｐ１４ 委託料 △ 14
７．１．１ １９
高額医療費共同事業 負担金,補助 3,509
医療費拠出金 及び交付金
Ｐ１７
７．１．３ １９
保険財政共同安定化 負担金,補助 △ 43,573
事業拠出金 及び交付金
Ｐ１７
１１．１．３ ２３
償還金 7,900
Ｐ１８
１２．１．１ ３０
予備費 予備費 △ 57,258
Ｐ１８

国保財政の健全化及び保険税負担の緩和のため、一
般会計が負担すべき所要額を繰入れる額の確定に伴う
補正

償還金、利子
及び割引料

国保連合会に拠出する高額医療費共同事業拠出金の
額の確定に伴う補正

国保連合会に拠出する保険財政共同安定化事業拠出
金の額の確定に伴う補正

前期高齢者交付金の追加交付による過年度分の国、
県へ返還金の確定見込による補正

補正に伴う財源を調整するための補正

一般被保険者の第三者納付金の見込による補正

熊本地震関係の事務費の確定、見込による補正

国保連合会から交付される保険財政共同安定化事業
（月額１円以上８０万円未満）の交付額の確定による補
正

保険基盤安定負担金の額の確定に伴う補正

国民健康保険税及び一部負担金減免免除（熊本地震
関係）の事務費の見込による繰入額の補正
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単位：千円

議案第４号　平成２８年度大津町外四ヶ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計補正予算 （第1号）

　　経済部　　農政課 歳入 単位：千円
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．１．１． １
財産収入 財産収入 23,425
Ｐ７

　　経済部　　農政課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ ２８
一般管理費 繰出金 △ 3,601
Ｐ８
２．１．１
予備費 27,026
Ｐ８

議案第５号　　平成２８年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第５号）

土木部　下水道課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ １
負担金 受益者負担金 7,709
P９
２．１．１ １
使用料 下水道使用料 △ 45,135
P９
３．１．１ １

公共下水道費国
庫補助金

公共下水道費
事業補助金 △ 25,300

P９
４、１，１ １

一般会計繰入金
P１０

一般会計繰入金 27,156

７．１．１ １
公共下水道事業債 公共下水道事業債 △ 300
P１０
７．１．１ ２
公共下水道事業債 公共下水道事業債 △ 100
P１０ （特別措置分）

社会資本整備総合交付金   交付額確定により減額

下水道使用料の見込み減額に伴う繰入金の増額

【一般会計繰出金】
　執行見込みによる減額

【予備費】
　執行見込みによる増額

現年度・過年度確定見込みによる増額

現年度分
熊本地震の影響に伴う直接徴収分の見込み減額

【分収林収益分収金】
　真木団地分収林収益分収金14,877千円-当初1千円
=14,876千円
【立木売払等収入】
　収入見込額8,550千円-当初1千円=8,549千円

公営企業会計移行業務委託（起債対象）の額確定によ
り減額

特別措置分の額確定により減額
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単位：千円

土木部　下水道課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ ２
総務管理費 給料 △ 180
Ｐ１１

３
職員手当等 △ 759

４
共済費 △ 1,019

１３ 使用料徴収委託　（件数の増により）　　３５２
委託料 0 量水器取替業務委託の入札残　　　　　 △　７１

企業会計移行業務委託の入札残　　　　△２８１
１．１．２． １３

委託料 △ 11,600 交付金の交付額減額確定に伴う減額

１５
工事請負費 △ 11,000 交付金の交付額減額確定に伴う減額

２２
補償、補填 △ 5,000
及び賠償金

２．１．１ ２３
元金 △ 3,386 定時償還額の確定による減額
P１２
２．１．２ ２３
利子 △ 3,026 長期債利子の額確定による減額
P１２

支給額の確定見込みに伴う減額

期末勤勉手当　△５９
支給額の確定に伴う減額
退職手当　△７００　負担金額の確定見込に伴う減額

職員共済組合負担金
負担金額の確定見込に伴う減額

事業費
Ｐ１１

下水道工事に伴う上水道管移設等費用の確定見込み
による減額

償還金、利子
及び割引料

償還金、利子
及び割引料
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単位：千円

議案第６号　　平成２８年度大津町介護保険特別会計補正予算 （第５号）

住民福祉部　福祉課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ １

Ｐ８ ２

　 ３

３．１．１ １

Ｐ８
３．２．１ １

Ｐ９
３．２．２ １

地域支援事業交
付金

Ｐ９
３．２．３ １

Ｐ９
４．１．１ １

Ｐ９
４．１．２ １

Ｐ９
５．１．１ １

Ｐ１０
６．１．１ １

Ｐ１０
６．１．２ １

Ｐ１０

△ 30,057 実績見込みによる減額第１号被保険者
保険料

現年度分特別
徴収保険料

△ 14,258 実績見込みによる減額現年度分普通
徴収保険料

206 実績見込みによる増額滞納繰越分普
通徴収保険料

27,814 介護給付費国負担金（国交付決定による増額）
介護給付費負担
金

現年度分

31,171

実績見込みによる増額
・調整交付金　33,118千円（熊本地震による保険料・利
用料減免に対する財政支援分の増額）
・総合事業調整交付金　△1,947千円

調整交付金 現年度分調整
交付金

△ 2,715 地域支援事業国交付金（実績見込みによる減額）
現年度分

4,388 熊本地震による保険料・利用料減免に対する財政支援
介護保険災害臨
時特例補助金

介護保険災害
臨時特例補助
金

△ 17,237 介護給付費支払基金交付金（実績見込みによる減額）
介護給付費交付
金 現年度分

△ 1,574
地域支援事業支払基金交付金（実績見込みによる減
額）

地域支援事業支
援交付金 現年度分

27 介護給付費県負担金（実績見込みによる増額）
介護給付費負担
金 現年度分

4,188 介護給付費町負担分（実績見込による増額）
介護給付費繰入
金 現年度分

△ 1,497
地域支援事業交付金町負担分（実績見込みによる減
額）

地域支援事業支
援交付金 現年度分
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単位：千円

６．１．３ １

Ｐ１０
６．１．４ １

Ｐ１０ ２

９．２．１ １
雑入 雑入
Ｐ１１

住民福祉部　福祉課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．２
熊本地震関係費
Ｐ１２
１．３．２
認定調査等費
Ｐ１２
１．４．１ １

報酬

Ｐ１２～P１３ ９
旅費

２．１．１ １９

Ｐ１３

２．３．１
高額介護サービ
ス等費
Ｐ１３～P１４
２．４．１ １９
高額医療合算介
護サービス等費
Ｐ１４
３．１．1 １

報酬
１３ 実績見込による減額

Ｐ１４ 委託料 △ 1,675 ・訪問型サービス事業　　△957千円
・通所型サービス事業　　△718千円

現年度分

実績見込による減額
事務費繰入金

41

△ 276 低所得者保険料軽減負担金（実績見込みによる減額）
低所得者保険料
軽減負担金繰入
金

0 一般会計繰入による精算に伴う財源組替

△ 1,217 実績見込による減額その他一般会計
繰入金

職員給与費等
繰入金

△ 46 費用弁償（実績見込による減額）

△ 2,299

計画策定等委員
会費

1,500 給付実績見込による増額負担金、補助
及び交付金

実績見込による増額
・介護認定資料コピー代　27千円
・生活保護者要介護審査判定委託料　14千円

0 一般会計繰入による精算に伴う財源組替

介護サービス等
諸費

負担金、補助
及び交付金

0

32,000

介護給付費の実績見込による補正
1．居宅サービス給付費　△3,000千円
2．地域密着型サービス給付費　23,000千円
3．施設サービス給付費　17,500千円
5．住宅改修費　　△2,000千円
6．サービス計画給付費　　△3,500千円

△ 77 介護保険等委員報酬（実績見込による減額）

国県支出金及びその他財源の充当による財源組替

△ 292 非常勤職員報酬（実績見込による減額）
介護予防・生活支
援サービス事業費
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単位：千円

３．１．２ ７
介護予防ケアマ
ネジメント事業費

賃金

Ｐ１５ １３

３．２．１ ８

１１

Ｐ１５
１２

通信運搬費（実績見込による減額）

１３
実績見込による減額
・介護予防買い物リハビリ事業委託　△400千円
・介護予防健診事業委託　△707千円
・介護予防型ミニデイ事業委託　△1,131千円

３．３．１ １
報酬 非常勤職員報酬（実績見込による減額）

２
Ｐ１６ 給与

３
実績見込による減額
通勤手当　△105千円
期末勤勉手当　△47千円
退職手当（負担金）　△63千円

４
共済費
７
賃金
８
報償費
１１
需用費
１３

地域包括支援センターシステム改修等対応委託
（実績見込みによる増額）

３．３．２ ８
任意事業 報償費 介護相談員謝礼（実績見込みによる減額）
Ｐ１６～P１７

１３ 実績見込みによる減額
・食の自立支援事業委託　△1,352千円
・ほっとライン体制整備事業委託　△608千円

２０
扶助費

△ 1,798 臨時職員賃金（実績見込による減額）

包括的支援事業
費

△ 36 職員給（実績見込による減額）

一般介護予防事
業費

報償費

役務費

△ 865 介護予防ケアマネジメント委託（実績見込による減額）
委託料

△ 25 講師謝礼（実績見込による減額）

需用費
△ 105 印刷製本費（実績見込による減額）

△ 550

△ 216

△ 1,960

実績見込みによる減額

臨時職員賃金（実績見込みによる減額）

△ 2,238
委託料

△ 963

△ 412 講師謝礼（実績見込みによる減額）

30

△ 691 家族介護用品支給事業（実績見込みによる減額）

委託料

△ 215
職員手当等

△ 1,192

光熱水費（実績見込みによる増額）

107

委託料

△ 249
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単位：千円

６．１．１
予備費
Ｐ１７

議案第７号　　平成２８年度大津町農業集落排水特別会計補正予算 （第４号）

土木部　下水道課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

２．１．１ １
使用料 △ 1,380
P７

土木部　下水道課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．３ １１
需用費 △ 713

１３
P８ 委託料 △ 667 維持管理業務委託の入札残

現年度分
熊本地震の影響に伴う使用休止廃止の増による減額

農業集落排水
事業費使用料

光熱水費
処理場及びマンホールポンプの電気代の実績見込み
による減額維持管理費

△ 23,327 介護保険特別会計の財源に充てるための減額
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単位：千円

議案第８号　　平成２８年度大津町後期高齢者医療特別会計補正予算 （第３号）

住民福祉部　健康保険課 歳入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．１ 1
特別徴収保険料 現年度分 △ 17,451
Ｐ７
１．１．２ 1
普通徴収保険料 現年度分 △ 3,648

２
Ｐ７ 過年度分 △ 100
２．１．１ 1
督促手数料 督促手数料 10
Ｐ７
４．１．１ 1
事務費繰入金 事務費繰入金 497
Ｐ７
４．１．２ 1
保険基盤安定繰入金 保険基盤安定繰入金 △ 902
Ｐ８
４．１．３ 2
保険事業等繰入金 △ 40
Ｐ８
６．１．１ 1
延滞金 延滞金 19
Ｐ８
６．４．１ 1
後期高齢者医療広域 健康保持増進 △ 2,095
連合受託事業収入 事業収入
Ｐ８～９
６．５．３ 1
雑入 雑入 △ 60
Ｐ９

住民福祉部　健康保険課 歳出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

１．１．２ １２
熊本地震関係費 役務費 △ 23
Ｐ１０
２．１．１ １９
後期高齢者医療 負担金,補助 △ 22,080
広域連合納付金 及び交付金
Ｐ１０
３．１．１ １３
健康診査費 委託料 △ 1,858
Ｐ１１
５．１．１ ３０
予備費 予備費 191
Ｐ１１

補正に伴う財源を調整するための補正

後期高齢医療保険料の延滞金の収納見込みによる補
正

後期高齢者の健康診査の受託に対する広域連合から
の委託料の収入見込みによる補正

熊本県後期高齢者医療広域連合から交付を受ける長
寿・健康増進事業費補助金（人間ドック補助金）の見込
みによる補正

熊本地震関係の郵便代の見込による補正

後期高齢者医療保険料を後期高齢者医療広域連合へ
納付する負担金の補正　△21,178千円
保険基盤安定負担金の確定に伴う負担金の補正
△902千円

健康診断及び人間ドック受診者数の見込みによる補正

後期高齢医療保険料の滞納繰越分の収納見込みによ
る補正

後期高齢医療保険料の督促手数料の収納見込みによ
る補正

保険料及び一部負担金減免免除（熊本地震関係）の事
務費の見込等による繰入額の補正

保険基盤安定負担金の確定に伴う一般会計繰入金の
補正

人間ドック受診者数の見込みによる補正人間ドック補
助繰入金

後期高齢医療保険料の特別徴収保険料の収納見込み
による補正

後期高齢医療保険料の普通徴収保険料の収納見込み
による補正
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単位：千円

議案第９号　　平成２８年度大津町工業用水道事業会計補正予算 （第１号）

土木部工業用水道課 収益的収入
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

土木部工業用水道課 収益的支出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

土木部工業用水道課 資本的支出
目　名 節 補正額 補正額の主な説明

補正予算の概要

１．１．１
給水収益
Ｐ説１

１
水道料金 △ 15,600

実績見込に伴う減額
47,568千円（見込額）－63,168千円（予算額）

１．１．３
総係費
Ｐ説２

１
給料

△ 42
額の確定に伴う減額
4,520千円（確定額）－4,562千円（予算額）

２
職員手当等

３
法定福利費

△ 41
額の確定に伴う減額
1,311千円（確定額）－1,352千円（予算額）

10
賞与引当金
繰入額

3
額の確定に伴う増額
605千円（確定額）－602千円（予算額）

１．１．１
工業用水道建設
改良費
Ｐ説３

１
工事請負費 △ 36,294

額の確定に伴う減額
0千円（確定額）－36,294千円（予算額）

２
委託料

△ 4,200
額の確定に伴う減額
0千円（確定額）－4,200千円（予算額）

11
法定福利費引
当金繰入額

5
額の確定に伴う増額
120千円（確定額）－115千円（予算額）

△ 40
額の確定に伴う減額
2,766千円（確定額）－2,806千円（予算額）
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